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特 集 ・ソ フ トウ ェア保 護
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●六;;・ セキュ リテ ィ対策 アンケー ト調査結果
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コンピュ一夕とコミュニケーションの融合 《C&C》 にもとづき、最新のアーキテクチャを駆使 し、

数々の先進技術を採用 して時代 の多様 なニーズに応 えています6

NECが 世界に誇 る通信 技術 や電 子デバ

イス技 術 に、最 新 のアーキテクチャを駆 使

した世 界最 高 速 の スー パ ー コンピュー タ

《SX-2》 。ここで 実 証 した先進 技術 の もと、

多彩 な機 能 と柔軟 性 の あるソフトウェアを

備 えたNECコ ンピュー タは、それ ぞれ優 れ

た性 能 が 高 く評価 され 、さまざまな分野 で

今 日も重要 な働 きをしています。

●世 界 最高 速 のスーパ ーコンピュータ

SX-1、SX・2

●最 先端技 術を駆使 した汎 用コンピュータ

ACOSシ ステム250/410/350'430/450/550/● 低 価 格 の 高 性 能 ミニコン

650/750、 〆850,950/「1000(中 ・小型～超大型)NECMS8モ デ ル5

●多彩 な複合 機能 のOAオ7イ ス コンビz－ 夕 ●OA複 合 機 能 の オ フィス ター ミナル

NECシ ステ ム20/18、50/ス ーパ ー8、50/38、N6300モ デル55

100/48、IOO/45、100/85、i50/55、150/75●OAの 先 端 で 活 躍 す るター ミナ ル

● 先 進 の16ピ ッ トパ ー ソナ ル コンピュー タ インテ リジ ェントター ミナル

PC-100シ リー ズ 、P(>9801E、PC-9801』 デ ー タエ ン トリター ミナル

PC-9801F、N5200モ テル05業 種 別 専 用 ター ミナル

● 洗 練 の8ビ ッ トパ ーソナル コ ンピュータ 業 務 別 専 用 ター ミナル

PC・2000シ リー ズ ・PC-6001mkII、 ●世 界 初 、音 声 日本 語 ワー ドプ ロセッサ

PC'6600シ リー ズ 、PC-8001mkII、 文 豪VWP-103Nモ デル2

PC-8200シ リー ズ 、PC-880〔tlnkII●OAの 日用 品 、日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ

●分 散 処 理 専 用 コンビ=一 夕の エ ー ス 文 豪NWP-8N/13Nモ デ ル2/20N

N4700分 散 処 理 システ ム ●OAシ ス テム を 包 含 した

●32ビ ットの ス ーパ ー ミニコンピュー タ 分・散 処 理 ネットワー ク体 系 《DINA》

NECMSI20,'140・190C&C光 ネ ットワー クシステム

C&Cネ ットワー ク構 成 機 器

C&Cネ ットワー クソフトウェア

1》ECコ ンピュータ
日本電気株式会社
お 問 合せ は:情 報 処 理 ・宣 伝

TEL(03)454一 目ll(大 代 表)

|



JSDは 幅広 い=一 品ズにお応えします。
〈営 業 内 容 〉

● コ ンサ ル テ ー シ ョ ン ● シ ス テ ム 開 発

● 調 査 研 究 ● ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジ販 売

JSDは ソ フ トウ エア の パ ンテ ナ ン ス の 対 話 型 支 援 環

境 に挑 戦 して い ます 一ソ フ トウ ェア保 守技 術開発計画 －

JSDは 中 小 企 業 向 け 小 規 模 シ ス テ ム 生 成 の た め の 開 発

支 援 シ ス テ ム を 開 発 して い ます 。
一中小企 業 向 け電子計 算機利用 技術 開発計画 －

JSDは ソ フ トウ エア の 先 端 技 術 の 研 究 開 発 に も 努 力 し

て い ます
一ソ フ トウ ェア ・エ ンジ ニア リングに関 す る調査研 究 －

JSDは ソ フ トウ エア ・プ ロ フ エ ツシ ヨナ ル の た め の 種

々 の 開 発 支 援 シ ス テ ム を 作 り上 げ ま した

一 ソ フ トウ ェア生 産技術 開発計画 －

JSDは 画 像 処 理 サ ブ ル ー チ ン ・パ ッケ ー ジ(SPlDER)

を 広 く一 般 へ 普 及 して い ま す 一スパ イダ一一

、

」5D轍㌶轍≧㌔



" /

▲
、

7

一 「「

、

編
'、 、'

こ∨

・ク扉 ノ

〃
ノ

/ ＼

JE㏄ は国産コンピュータを通じて

社会 に貢献しま尤

国 産電子 計算機 を レンタル す る

日本電子計算機株式会社
東 京都 千代田区 丸の内3-4-|新 国際 ピル5F

㊦100TELO3(216)3681(代 表)
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園圃 回国 圃

変るもの と変 らないもの

◆

◇

◆

(社)日本情報センター協会副会長

狩 野 健 司

世 の 中,急 速 な変 化 で あ る。 つ い 先 頃 まで はO

Aブ ー ムだ った と思 った ら,今 は も うニ ュ ー メ デ

ィア ・ブ ー ムだ 。 ニ ュー メデ ィア元 年 を 昨 年 だ と

い う人 もあ れ ば,今 年 だ とい う人 もあ る。 ニ ュ ー

メ デ ィア の定 義 に つ い て も各 人 各 様 に 思 い こん で

い るふ しも あ り,ブ ー ムそ の もの も,ま だ か な り

虚 像 的 で あ る。

そ もそ も,何 か の ブー ムが 起 き る と きは,実 像

が まだ不 鮮 明 な ま まの と きに起 き て く る。 古 く

は,昭 和40年 代 の 初 め に 起 き たMISブ ー ムが こ

の 種 の も の の始 ま りだ が,当 時 は 「MISが 経 営

を 変 え る」 等 々,今 に も大 変 革 が 起 き るか の よ う

に 喧 伝 され た が,結 果 的 に はtt幻 のMIS"に 終

っ た。

そ の後 も,い くつ か の小 さ な ブ ー ムが あ った 。

POSブ ー ムは,い った んは 鎮 静 した が 今 で は 小

売 業 界 に 定 着 して い る。 しか し,同 じ頃 に 起 きた

CAIプP・ ムは,消 え て し ま った ま まで あ る。

大 切 な こ とは,マ ス コ ミが ブー ムを 作 りあ げ た

とき,そ れ が 実 像 に な る もの な の か虚 像 の ま まに

終 る もの な のか 一 を 見 きわ め る 目を 持 つ こ と

だ6易,不 易,世 の中 変 る部 分 と変 らない 部 分 が

あ る。 ま た,変 る タ イ ミン グ と変 らな い タ イ ミン

グ とが あ る 。 それ を 見 落 す と,ブ ーム に振 り回 さ

㍉ ㌻で・れ る
こ と に な りか ね な い δ 吟ら'

鮮 明 と 不 鮮 明

変 る 部 分 と変 ら な い 部 分 が あ る の と 反 対 に,世

'・ ジ 誓` ,・? .・1;'1∫ 、:.s・N

二鞭

ブ ・ パ 日



の中の進歩によって"不 鮮明"な 部分,鮮 明にし

得ない部分が増えてきている。

ニューメデ ィア ・ブームを実像化するか虚像に

終らせるかの重要なポイントは,通 信回線の第3

次自由化が,い つ,ど のような形で実現するかと

いうことである。 これについては,毎 日の新聞紙

上に,通 産 ・郵政両省の対立が報道されているが

要は,通 信と情報処理の境界線を,ど こで,誰 が

引 くかとい うことである。 「どこで」とは,技 術

面なのか行政面なのか,産 業面なのか一 という

ことであ り,「 誰が」 とは,役 人なのかユーザー

なのか,業界なのか一 とい うことである。また,

それを鮮明にする必要があるのかとい う別の問題

提起もあろう。

私どもが属 している情報処理産業では,ま た別

の問題が起きている。労働省が法律を改正 して労

働者供給事業制度なる制度を新らたに設け,ビ ル

メンテナンス業,警 備保障業などと一緒に,情 報

処理産業を指定業種にしようとしていることであ

る。

将来の情報化を担 う知識集約産業の中核である

と自負しなが ら,他 方で,労 働者供給事業として

労働大臣の認可を受ける業種になることは,何 と

な く割 り切れないものを感 じるが,こ れを敢えて

どこかで線を引かねばならないのか。行政措置,

法律措置としての線引きは簡単か も知れないが,

そのことが,情 報処理の需給バランスや情報処理

3

業界の構造変化にどのような影響を及ぼすかにつ

いて,十 分予測 してかかることが必要だ。

法と現実の谷間

法律 とは,所 詮,現 実を"後 追い"す る形で制

定 されるものだ。従って法と現実のギャップは常

に存在する宿命にある。

現在私もその一部にかかわっているプログラム

権法の問題に しても,著 作権法とい う古い皮袋を

手直 しするよりも,プ ログラム権法という新 しい

皮袋を作る方が好ましいと思 うが,こ れ とても,

やがては古い袋 となるのだろう。

技術革新の激 しい分野であるだけに,電 気通信

事業法なり,労 働者供給事業法な りプログラム権

法なり,直 接情報処理産業にかかわる法律は出来

るだけ将来を予見 して定めることを心がけてほ し

い。これからわが国の情報化を促進 してい く上で,

それよりも重要なことは,既 存の多くの産業につ

いて設けられている,い わゆる くく業法"の 見直 し

を行な うことである。

これからのネットワーク化を促進 してい くに際

して,銀 行,証 券,運 送,流 通等々,既 存産業分

野での法律の ワクが,大 きなネ ックとなってきて

いる。今までの情報化の促進は,情 報処理や通信

の技術分野で論 じられ,進 められてきたが,こ れ

か らは,こ の よ うな ネ ッ ク とな っ て い る法 制 度 の

分野で論 じられるべきだろう。

」
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特 集

特 別 座 談 会

ソ フ ト ウ ェ ア の

法 的保 護 をめ ぐって

出 席 者

(敬称略,発 言順)

通 商 産 業 省 機 械 情 報産業局
情 報 処 理 振 興 課 課 長

社団法人
ソフ トウェア産業振興協会会長

東 京 大 学 法 学 部 教 授

弁 護 士

司会 饗 ㍊ 処理開発協会常務理事
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松

山
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中
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中
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夫



産構審諮問の背景

ソフ ト開発、流通の拡大

司会 ご承知のように,最 近,ソ フ トウェアの流

通が非常に進み,ゲ ーム ・プログラムに代表 され

るようなパ ッケージ ・ソフトウェアなどが一つの

独立商品 として流通 し,新 しい市場を形成するよ

うになっています。ところがこれを無断で使った

り,無 断で複製 した り,あ るいは,そ れを勝手に

購入して使 った りと色々な トラブルが出てきてい

ます。そこで,法 律的な権利を明確に したほ うが

いいのではないかなど,客 観情勢が変化 してきて

います。そこで今 日は,関 係するそれぞれのお立

場からソフトウェアの法的保護についてお話 して

頂きたいと思います。まず,産 業構造審議会情報

産業部会のソフトウェア産業基盤整備小委員会か

ら中間答申が出されましたが事務局として通産省

の柴崎課長に,そ の辺のいきさつあるいは背景な

どについてお話 しいただきたいと思います。

柴崎 ソフトウェアあるいはソフトウェア業に関

す る政策は,非 常に幅が広 く,ソ フトウェアを政

策 として明確に位置づけてその施策を取 り上げた

のは昭和45年 のことです。一つは ソフトウェアの

開発技術を高めてい くことが基本になっていまし

た。この他にソフトウェア業 とい うものの企業基

盤が脆弱だか らこれを整備 しなければならない,

また情報処理技術者の育成も考えなければならな

5

い とい った よ うに,幅 が 広 い わ け で す 。 ソフ トウ

ェ アの 流 通 を 促 進 す る とい うの は ,な か な か 難 し

い 問 題 で す が,そ れ 自身 は マ ーケ ッ トメカ ニズ ム

に そ って 行 わ れ る もの で,政 策 が 直接 ,関 与 す る

もの で は あ りませ ん。 む しろ,ソ フ トウェ アが も

っ と流 通 し易 い土 壌 ・基 盤 を形 づ くっ て い くこ と

が 必 要 だ と思 い ます 。 ソフ トウ ェ ア の権 利 保 護 の

問 題 とい うのは,ま さに そ うい うこ と な わ け で

す 。 ソ フ トウ ェア が も っ と開発 され,流 通 し,ど

ん どん 適 正 な 値段 で使 われ るた め に は,取 引 の基

本 ル ー ル とい うも のを 作 っ てい か なけ れ ば な らな

いわ け で す 。 基 本 ル ール に 依 っ て立 つ べ き ソフ ト

ウ ェ アの 権 利 の法 体 系 に つ い て は ,10年 以上 も前

か ら通 産 省 で 議 論 して き ま した 。最 近 ,ソ フ トウ

ェア の 開発 が ます ます 増 え て き て
,か つ 流 通 が 活

発 に な っ て くるに つ れ て紛 争 も多 くな っ て き ま し

た の で,こ れ を 機 会 に 産 業 構 造 審 議 会 の 情 報 産 業

部 会 で 議 論 して い た だ い た,と い うこ とで す 。

司 会 機 運 が 盛 り上 が って き た とい う こ と で す

が,業 界 の 方 と して は,藤 本 さん,ど うな ので し

ょ うか 。

藤 本 通 産 省 が 研 究 を 始 め られ た とい う11年 前 に

比 べ る と状 況 は 様変 わ りで す ね 。 欧米 諸 国 に比 べ

る と,ま だ ソ フ トウ ェア の生 産 高 に 占 め る流 通 ソ

フ トウ ェア の 日本 に お け る シ ェア は低 い の で す

が,私 ど も の実 感 と して も,こ の3 ,4年 で 急速

に ソフ トウ ェ ア ・プ ロ ダ ク トが 流 通 し始 め て い ま

す 。 カ ス トマ イ ズ ト ・ソ フ トウ ェア,受 託 開発 の

場 合 に も,ア メ リカ の ラ リ■・n・一・ウ ェル キ"ICP

社 長 は,「 受 託 を し,開 発 を した とき,発 注 者 に

渡 す も のは 使 用 権 のみ だ 。 根 こそ ぎ渡 して し ま う

ソフ トウ ェ ア会 社 は,ノ ウハ ウの 蓄 積 も出来 なけ

れ ば,技 術 の 発 展 も考 え られ な い」 と主 張 してい
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ます。5年 前にこの話を聞いたとき,わ れわれは

非常にショックを受けたのですが,今,ま すます

実感として受け とめているわけです。通産省の方

で,極 めて熱心に,そ ういうソフ トウェアの権利

とは何か,そ してどのように保護 した ら良いのか

とい うことを開発者であるわれわれの立場だけで

な く,ユ ーザーの立場にもお立ちになって研究を

始められたとい うことは,非 常に歓迎すべきこと

だ と思っています。

あいまいな

現行法での対応

実務面に混乱も

司会 いろいろな トラブルのケースが出てきてい

ます。最近の事件 としては 日立 とIBMの 問題が

あ り,他 にも多くの訴訟のケースがありますけれ

ども,そ うした動きを見て法律上 どうい う問題が

あるので しょうか。

中山 ソフ トウェアが独立 した商品になったのは

最近ですので,当 然この問題もごく最近の問題と

い うことにな ります。通産省で10年 以上 も前に研

究された とい うことですが,そ のころはまだ具体

的な問題が起こっていなかったので,ど ちらか と

言 うと,抽 象的なものになっていたのではないか

と思います。 ところが最近は具体的事件が頻発 し

ていますので現実的な問題になってきた わ け で

す。 しかし法制面か ら見ると,現 行の法律で利用

できるのは著作権法 しかないのです。特許法も場

合によっては利用できますが,こ れは出願 して登

録されていることが条件になっていますので,多

くのソフ トウェアについて現実には利用できませ

ん。その反面,デ ッドコピーとい う社会的に見て

悪質な行為が頻発 している。とい うことにな りま

す と,裁 判官 としては,そ の解決に著作権法を用

いるということにな ります。 しか しその問題 と本

当にソフトウェア全体の保護を考 え た場 合,将

来,著 作権だけでいいのかとい う問題とは別なの

です。現実にいま適用するにはどの法律があるか

とい うことと,今 後あるべき姿 とはハ ッキ リ分け

て議論していかなければならない と思います。現

在,学 会においても著作権法的な保護を行 うべき

であるとい う考え方 と,工 業所有権法的な保護を

すべきだとい う考え方が対立 しているのですが,

どうもいま一つ議論がかみあっていないような気

が します。著作権法派は著作権法でもいけるので

はないか といい,工 業所有権法派はこのほうが理

想的だという議論で うまくかみあっていない感 じ

がします。私の考えでは ソフ トウェアは基本的に

技術であって,工 業所有権法的な処理をすべきだ

と考えています。その点から最近出されました産

業構造審議会の中間答申は,非 常に歓迎すべきこ

とだと思っています。

司会 訴訟になってくると非常に問題だと思 うの

は,日 本の場合はどちらかというと成文法の国で

ありアメリカの場合は判例法が主体になりますの

でこうい うケースは非常に扱い易いのだと思いま

すけれども,実 際に訴訟のケースを扱われて,植

松さん,い かがですか。

植松 そ うですね。私ども実務に携わる人間から

言います と,実 際に訴訟にならなくても,ソ フ ト



ウェアに関する問題の相談とい うのはずいぶんあ

るわけです。ところがどう答えていいか困る事が

多いわけです。法律問題 となれば,そ れが裁判に

なったとき果たして勝てるのかどうかという予想

までしなければ弁護士 としては答えたことにはな

らないわけです。それが実は非常に困るわけで し

て,い ま,お 話があ りましたように日本は成文法

の国ですから根拠条文が必要なわけですが,著 作

権法のどこを見てもプログラムのことに関しては

直接の規定はまった くないわけです。ですから解

釈上こういう具合になるであろうとい うことしか

いえないことになります。 しかも予想については

裁判官 しだいだとい うあいまいな答え しかできな

いとい うことで,依 頼者の要望に応えることが出

来ません。非常にもどか しく思 うのですが,そ れ

に加えて最近 とみにそうい う問題が具体化 してき

たものですか ら,雑 誌などの出版物も法律相談的

な形でいろいろな先生方がお答えになっている記

事が出て くるようになっています。 しか し,そ れ

もまた根拠がはっきりしません。果たしてそれが

正 しいのかどうか判らないわけです。実際に裁判

をする裁判官も相当お迷いになり,実 務面からハ

ッキリしてほ しいとい う要望は非常に強いと思い

ます。

その点で,昨 年,通 産省から産業構造審議会に

諮問をされたとい うことは時期的には非常によか

ったと思います。また,最 近はマスコミその他で

取 り上げ られていますが,こ れも歓迎すべきこと

だと思います。実務的にも一日も早 くハ ッキ リし

たものを作ってもらいたいとい う気持ですね。こ

れは,恐 らく実務にある人達の一致 した意見では

ないかと思います。

7

ソフ トの性格に

合わせて保護

一 新法の理念

司会 ソフ トウェアの保護の難 しさとい うのは権

利は保護 しなければいけないのは当然 だ け れ ど

も,ま た一方,大 いに流通 してもらわなければな

らない。最終的には両方のバランスの問題だと思

います。今度の中間答申でこのようなことも考慮

されたと思いますが,い かがでしょうか。

柴崎 そ うですね。まとめるにあた りましては実

際上のソフ トウェアの取引きがどのように行われ

ているかを出発点にしなければならないわけで,

それに対 して関係の業界の方たちの考え方を相当

つっこんでお聞きし,そ れを踏まえたさまざまな

問題を考えることに したわけです。こういった法

柴 崎 徹 也 氏
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律を作るとき,法 律は万人に共通のも の で す か

ら,い ま,た とえば ビジネスの世界で強者と弱者

がいたとして,こ れを,法 律を作ることによって

対等の立場にもっていくとい うことは期待すべき

でないだろ うと思います。それはこの法律 とは別

の世界だと思 うわけです。皆さんに平等な法律で

なければならないということは当然の こ とで す

が,そ の場合,権 利は当然保護 しなければならな

いわけですけれども,開 発 した人に最後まで権利

が強 く残ってしまうとい うことになると,か えっ

て開発者に とっても,流 通を阻害することになる

ので必ずしも好ましいことだといえません。

司会 私もソフトウェアを作っていて感 じたので

すけれども,非 常に大きな100万 ステップもある

ようなものからゲームのような目で見られるよう

な楽 しめて,感 情の入ってくるようなソフ トウェ

ア,さ らに小さくなるとマイクロプロセッサのよ

うにチ ップの部品になって機械に組み込まれてし

まうようなものまで,実 に幅が広いわけです。で

すから作っていた側から見ると著作権 というのは

どうも無理があるのではないかとい う思いがある

わけですが,ど うなのでしょうか。

中山 あらゆる法律は,立 法の目的とい うものが

あるわけですが,ま ず,何 故 ソフ トウェアを保護

しなければならないのか とい うところから入って

いく必要があると思います。これは言 うまでもな

くソフトウェア ・クライシスといわれている状態

ですね。SEの 不足であるとか,ソ フ トウェアの

販売価格が高過ぎるとかいったことが コンピュー

タ発展のためのネ∀クになっていると言われてい

ます。この解消を,ま ず ソフトウェア保護に求め

る必要があるだろ うと思います。そのためにはソ

フ トウェアの開発者のインセンティブを増 し,そ

の流通を促進するとい う方法 しかあ りません。こ

の目的のためにどんな法律が最も理想的かとい う

点から考えていかなければならないだろうとい う

感 じがするわけです。この目的か ら考えますと,

著作権法とい うのは少 し馴染みが薄いわけです。

著作権法は財産権法であることは間違いではない

のですけれども,人 格的な面を非常に強 く持って

いるわけです。作った人の感情を重視するわけで

すから,流 通とい う面はあまり眼中にないという

ことが言えるかと思います。それに対してソフ ト

ウェアは基本的に技術ですから使われることに意

味があるものですから,ど ちらかとい うと人格的

なものでなく,経 済的な面に重点を置かなければ

なりません。そ う考えていきますとソフトウェア

を著作権法で保護するのは,非 常に無理があると

思います。 しか し工業所有権法,特 許法で保護出

来 るか というと,こ れもいろいろと問題があるわ

けです。そ うな ります とこれは ソフ トウェアの性

格に適合した新 しい法律を作るとい うこと以外に

残された道は無いのではないかとい う感じがして

お ります。

定着 した

ソフ トの独立性

一 価格分離でIBMが 先べん

藤本 私は法律の専門家ではないので よくわか り

ませんが,著 作権法で保護されている小説や絵画



などはそのものズバ リ見て楽 しむとい うものです

が,ソ フトウェアは目には見えません。 ソフトウ

ェアは結果を出すための手段であって,プ ログラ

ムは書 くと言いますか ら著作物だとするのは大変

に乱暴な議論だと思います。また文化を生活様式

という捉え方をするとプログラムも文化の中に入

れてしまっていいのかな,と も考えて しま い ま

す。そ うなるとプログラムだけでなく世の中のす

べてが著作物だとい うことになりかね ません。 ど

うもそ うい う議論はピンとこないんですね。われ

われの実感としては著作権 というイメージはどう

しても浮かばないのです。無理や りに解釈 して著

作権でやるのだとい う議論であれば,法 律の専門

家ではあ りませんから,そ うですか,と い うこと

になってしまうのですが,一 つ言わせていただき

たいのは,著 作権法とい うものが出来たときにコ

ンピュータ ・プログラムがあって,真 剣に議論 し

た うえで適用 しようというものであるのならとも

かく,そ のときは コンピュータ ・プログラムとい

うものは全然存在 しなかったのですから,も っと

真剣に コンピュータ ・プログラムの本質的な問題

からその産業に及ぼす影響などいろいろなことを

考えて議論 していただいて,新 しいよりどころ,

基本ルールといったものを出していただかないと

すぐに混乱するのではないかとい う心配をもつわ

けです。

司会 訴訟になったら法曹界の方も非常に迷われ

るので しょうね。私たちも反省 していて,ど うも

ソフ トウェアを作っていた側も法律的なことは全

く考えないで うっちゃっていたというところがあ

ります。ソフ トウェアを作って,こ れを動かすの

が精一杯で他のことは何 も考えていなかったとい

うのが実情だったわけです。ただ漠然とこれでい

9

藤 本 和 郎 氏

いのか,と い う不安はあ りましたが,逆 に法律の

専門家の人はコンピュータのことはよく分からな

い,と い うことで,学 際的な議論がどうも不十分

だったような気がします。それがこんど実際に訴

訟にな りますと裁判官も弁護士 も実態が分か らな

いのでお困りになったので しょうね。

植松 そうですね。私 も,現 実にコンピュータに

関する紛争について相談を受けるまでは,プ ログ

ラムの保護は著作権法で良いのかなと漠然と考え

ていました。私自身,著 作権法に詳 しい弁護士と

い う自覚を持っていましたが,コ ンピュータにつ

いていろいろ相談を受けて,ハ ー ドやソフトにつ

いて研究をしてまいりますと,だ んだん著作権法

では無理があるのではないかとい う感 じを持つよ

うになりました。ところが世界的にはi著作権法で

保護するとい う国が多いようなので,少 し歴史的

なことから調べて見ました。歴史的に見ますとソ

フ トウェアとくにプログラムは最初,ハ ードウェ

アと離れて法律上の保護の対 象になるとい うこと

はなかったわけですね。ところが1970年 頃,IBM

がプログラムを独立の商品として売 りだしハー ド
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ウェアと分離す るという会社方針を打ち出 したと

き,プ ログラムが法律で保護 される必要が生 じた

わけです。このときIBMは 多くの弁護士を抱え

ていますから内部で研究したらしいですね。です

からどちらかとい うと学者 よりも実務家の研究の

方が進んでいたような状態だったと思います。つ

まりその頃はプログラムを法律で保護するのだと

いうコンセンサスすらなかった わ け で す。従 っ

て,著 作権法で保護されるのだとい うことを広め

ていくことがIBMに とって必要だったのです。

現状を見ますと,プ ログラムを法律で保護すべき

ことは世界的なコンセンサスになっていますから

それは間違いではなかったわけで,IBMは 先見

の明があったということで しょう。 しか し,著 作

権法に頼った結果いろいろ無理が生 じてきている

ことも事実です。その点,最 近 とみに世界的にそ

ういった議論が盛んになってきていて,世 界中の

知恵者が知恵を しぼっているのですが,ま だよく

分からないわけですね。そ うい う時期にあって新

しい観点から見直 して,適 切なプログラム保護を

考えていこう,検 討しようとい う考え方で今回の

研究が行われたとい うことですね。たいへん進ん

だ考え方で して歴史の方向にも沿っていると思い

ます。こうした過去の歴史を踏まえた うえで新し

い道を探 っていくことが大切で しょうね。

取 引 の基 本 ル ー ルづ く リ

一 ・あ いまい さ をな くしス ッキ リ

植松 産業構造審議会が検討を始め る に 当 たっ

て,ソ フトウェア保護小委員会を作 りましたね。

それを始めた時点では特に新立法でいこうとい う

考えはなかったと思います。 自由な発想か ら検討

した結果,産 業技術としても日進月歩の技術です

し,著 作権法では死後50年 の権利が認められてお

り,生 前から通 して考えると100年 ぐらい拘束 さ

れ実情に合わないとい うので,そ れを改良してい

こうという機運が出てきたわけですね。しかし,

改良するとしても将来,ソ フトウェアの開発の発

展によって新たな問題が生まれてきます。それ も

一つの問題なんですね。

司会 ですか らある程度普及 して しまったOSな

どはお前にだけは使わせない とい うことになると

その会社は潰れてしまうのではないかとおもいま

すね。そ うい う意味で所有権だけは生か し,あ る

程度,公 正競争させ るという問題がか らんで くる

と思いますね。

中山 それはからんできますね。ソフトウェアの

問題だけでなく工業所有権全般,特 に特許などは

アメリカの例を見ていますと独禁法とも非常に密

接な関係があります し,考 え方によつてはソブ ト

ウェアの場合は特許以上に他の会社を支配する可

能性があるわけですから,当 然,将 来は独禁法が

らみの問題が出てくると思います。

司会 アメリカの場合,ト レー ドシークレット法

と著作権法とはある程度結びついているので しょ

うか。

中山 アメリカの法制は非常に難 しいです し,公

表の前 と後でもまた違いますしね。 トレー ドシー

クレット法は州法,著 作権法は連邦法 とい うよう

に複雑な形をとっています。なかなか一言でば言

い表すことが出来ない側面を持っていましてね。

〆 ・"・… 噛 ・""・"・・"・・"・・・… 寵・
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ちょっとわが国の参考にはならないと思います。

司会 こんど新 しい ソフ トウェアの権利法,い わ

ゆる 「プログラム権法」を作られるに当たって,

権利者の権利を守ると同時にいかに利用の促進を

図るかとい うことで,立 法の方向など非常にご苦

労がおあが りだったんでしょうね。

柴崎 この法律が出来れば直ちにソフトウェアの

利用が促進され普及されるとい うことにはなるわ

けではあ りません。やはり最初に申しあげました

ように取引の基本ルールが一つの方向づけになり

ますので,従 来,あ やふやだったこととか,あ い

まいだったことを明確にしていき,10年 あるいは

15年後に良かった とい うことになるので し ょ う

ね。

当事者間の交渉、契約

が前提

裁定制度 とい うのは実際には発動されたことはな

いわけですか ら,こ ういう制度を作っても権利関

係に問題が生 じるようでは安定性を欠 くことにな

りますので場合を限定 して慎重に運営 しなければ

いけないと思います。

植松 裁定制度にはそんなに苦労はなかったです

ね。む しろ答申が出てから誤解があるようです。

とい うのは裁定制度とい うのはそんなに強力なも

のではないのですね。特許法にはすでにあるわけ

です。ですからこの制度があったとしても権利者

の意に反 して他人にソフトウェアが使われるとい

うことは殆 どないわけです。ただ,せ っか くソフ

トウェアを改良してもそれが使えないのでは困る

わけですね。ですから改良ソフ トウェアを作った

ときにそれについて使用することが制限されない

道を開こうというのが裁定制度なのです。プログ

ラムを開発 した らなんで も他人が持っていって し

中 山 信 弘 氏

一一 裁定制度の趣 旨

司会 裁定制度についての考え方はい か が です

かo

柴崎 裁定と言 うのは,権 利の調整の問題なので

すが,他 の人が使いたいといったときにその権利

を持っている人と話 し合 ってもうまくいかないと

いった場合に裁定制度 といったものを発動するこ

とがありうべしということで作ったわけです。た

だ,基 本的には原権利者の権利を制限するような

ことがあってはいけないわけで,特 許法でもこの

㍗ば
ゴ

裟

、

まうという制度ではないのですが,こ の辺に大き

な誤解があるようですね。工業所有権的な考えで

いくとい う場合には,特 許法にはすでに裁定制度

とい うものがあるわけですから,プ ログラム権法
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に同様な規定を置 くことはむしろ当然 な ん で す

ね。実際問題としても,特 許の場合は内容が全部

公開されていますから,む しろ裁定制度が働 く基

盤はもっと広いはずですが実際には問題は起こっ

ていない。 したがって裁定制度によってプログラ

ム権者の権利が,制 約を受けるとい うことは実際

には起こらないと思います。

司会 どうですか中山先生一 。

中山 私 も裁定制度は伝家の宝刀だと考えていま

す。汎用 プログラムを利用する場合はもちろん当

事者間の交渉,契 約が当然前提になっているわけ

です。それでもどうしようもなくなった場合に発

動出来るとい うことですし,し かもこの法律があ

ることによってかえって話 し合いが進む とい うこ

ともあるのではないかという感 じがしているわけ

です。特許法にも裁定制度があるのに一回も利用

されていないとい うのは,お そらく伝家の宝刀と

しての意義 しかないとい うことだと思います。ソ

フトウェアの場合 も同じだろうとい う感 じが して

います。

藤本 大きな流れとして私が理解 しているのも皆

さんが言われた方向で トレー ドオフの関係にある

のではないかと思います。現実に ソフ トウェア ・

プロダクトを作る段階では当事者同士,つ まり,

作る方とメインフレームの方 と話合いをしまして

機密を保持するとい う約束のもとに一部利用させ

て頂 くとい うことはやっているわけです。それを

お前の所には絶対にやらないよ,と 言われてしま

ったらどうなるのかなという気持にな りますね。

まあ,現 実にはもう少しこうやって欲 しい とい う

欲はあ りますが,な んとかうまくいっています。

しかしバンキング ・システムのような社会性のあ

るものを少 し改良して使いたいと言った場合の二

重投資については,ま た別の議論になってくるの

ではないでしょうか。われわれ としては,自 分た

ちの作ったソフトウェア ・プロダクトからは出来

るだけ利益を得たいですか ら,出 来るだけディス

クローズしたくないというのが本音です。そうい

うときに社会性 ・公益性 との繋がりにおいてどう

なるかはまだ具体的なケースがないのでなんとも

言えないのですけれ ども,大 きな流れ としてはわ

れわれも理解 していまして,多 分,当 事者間の良

識ある話合いでかな りのことは解決され るだろう

と思っています。

各国で違 う

著作権法の色合い

実態を見究める必要

司会 外国ではどうなんで しょうかね。この議論

が出てくると海外ではたいてい著作権法に決 まっ

ているといいますね。

柴崎 アメリカの場合は著作権法の中に取込んで

いますね。またヨーロッパでは,ま だコンピュー

タ ・プログラムの係争がないとい うこともあ り法

制上,日 本やアメリカほど深刻になっていないの

ですが,考 え方としては著作権法でとい うことで

す。そ うい うことで世界の大勢は著作権法だとい

う議論があ りますが,い ま申しあげましたように

ヨーロヅパではそこまで自分たちの身近に迫った

問題 として考えているか,と いうと必ず しもそう



ではないのが実情です。ソフトウェアの取引とい

うのは,ま さに国際的なものですから国際的な動

向を配慮してバランスのとれた制度を作っていか

なければならないことはい うまでもあ りません。

ただ,そ うい う流れに委ねるだけではいけないわ

けで,何 が一番重要なことかを見極めていくこと

が大切です。そ うしますと藤本 さんが言われたよ

うにアメリカの考え方は,そ れを作 ったときの事

情とい うものがあったのだと思います。それにア

メリカの著作権法は日本の著作権法に比べてかな

り財産法的な色合いが強いんですね。そ うい うこ

とで著作権法でい こうとい うことになったのだと

思います。それか ら何年かたって日本がいま深刻

な問題に直面 して,わ れわれもアメリカの制度な

どについて相当に調べた り研究しまして,ア メリ

カはよく考えていると思いました。その上で,そ

れを越えた制度が必要であるとい うことになった

のです。そういうことで,世 の中いろいろな人が

いろいろなことを考えて,い いものが出て くると

いうことで,よ ろ しいのではないかと私は思 って

います。日本が日本でソフトウェア保護法 という

ものを考えれば,今 度はアメリカやヨーロッパが

これはなかなか良い考え方だということになるの

だと思います。またアメリカもそれを吸収 してさ

らに上回る制度を作るということで しょう。ただ,

あまり突出した制度を作 りますとこれはまた実際

のビジネスの社会に生きていけないとい うことに

なります。ですから大勢とい うものは尊重するけ

れども,そ れだけに委ねるものではないと思って

います。こうい う分野は21世紀に向けて最 も重要

な分野ですか ら前向きの姿勢で考えていかなけれ

ばとい うことですね。

中山 現在のいろいろな論説を読んでいますと,

13

著作権法が世界の大勢であると述べているものが

多いんですが,私 は必ず しもそ うい う感じ方はし

ていません。何故,著 作権法で保護しているかと

い うと,要 するに一番安易な方法だからです。現

在,プ ログラムに関する立法を持っていない段階

では著作権法で護 るほかないというのと同じで,

現行法のままあるいは著作権法の1カ 条か2カ 条

を改正すれば一応それで用が足 りるとい うことで

世界の多 くの国は著作権法に依っていると考える

ことが出来ると思います。 しか し世界の識者の意

見をいろいろ聞いてみましてもソフトウェアの保

護法制としては著作権法が一番理想的であると言

っている人はあまりいないわけです。問題がある

と言っている人がむしろ多いとい う感 じがしてい

るわけです。ですから今は著作権法で保護 してい

る国が欧米では多いとは思いますけれども,少 な

くともそれが趨勢になってい くかどうか,と い う

ことになると疑問ですね。それから同 じ著作権法

といいましても日本とアメリカの著作権法は全 く

同 じではないわけです。特に最近アメリカで,ま

だ立法化されていませんけれ どもICチ ップのマ

植 松 宏 嘉 氏
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スク法案を見ております と,これは,われわれが特

別立法でやろ うとしていることを著作権法とい う

名のもとにおいてやろうとしているわけで,わ れ

われが思っている著作権法 と同じであるとい うこ

とは出来ないと思います。従って,同 じ著作権法

とい う名前を持 っていてもそれぞれ違 うとい うこ

とは大いにあ り得るとい うことですか ら実態を見

ていかなければならないわけです。

必要な新 しい

よりどころ

一 法律で完全保護はムリ

植松 実は,先 程言いました研究会で,約 半年か

けて世界中の法制度,学説,判 決を集めまして研究

したのですが,ヨ ーロッパが著作権法でこれを行

うとい うのには特殊な事情があるのです。1973年

だったと思いますがヨーロッパ特許条約が出来た

とき,プ ログラムは最初から除 くことにしてしま

ったわけです。何故そ うなったのか真相までは分

か りませんが,特 許法でいくとプログラムのステ

ヅプを全部公開しなければならない恐れがあり,

こういうことではどんどん蹴 れ早 まうという

実際面の問題があったようです;モ れで力噸 国は

みんな自国の国内法をそれに合わせぞモれそれ改

正していったのですね。そして蝋 で藻護され

ないとい うことになり,現 行法でび ζ屯すれば著

作権法 しかないわけです。そ うい うことでヨーロ

ッパでは著作権法でいけるんだ,と いうところに

いかざるを得なかったようです。その上,柴 崎さ

んが言われたように現実的な問題が起こっていな

い,切 実はないので著作権法以外の法律が必要な

のではないかとい う議論がされていないのです。

よく欧米先進国に従っていかなければと言います

が コンピュータに関 しては日本のほ うが先進国な

のですね。 ヨーロッパを見習 う必要は無くなって

いるわけです。昔の民法や商法が作られた時代と

違 うのだとい うことを考える必要があ ります。

藤本 中山先生がおっしゃるようにヨーロッパに

見習 う必要がないばか りかアメリカにさえ見習 う

必要がない と思います。何故ならアメリカは1976

年に著作権法を改正 してプログラムを入れさらに

1980年 にも改正 しています。1982年 にADAPS

Oと い う日本のソフ トウェア産業振興協会と同じ

ようなところで請願の草案を見せてもらったので

すけれど,議 会に請願を してさらに直 して くれと

言っています。われわれ と同じ同業者は著作権法

で完全に保護されているとは思っていません。も

う一つそ うい う実務家と会って感 じるのは法律で

い くら保護されてもダメなんだと言 うわけです。

コンピュータのメインフレームのソフ トの場合に

とくに言えるのですけれ ども,秘 密性があって権

利が侵害されていてもわからないことが現実にあ

るわけです。だから自衛をしなければダメなんだ

と言 う考え方が非常に根強いのです。ADAPS

Oに はいろいろな係争のケー・スが持込まれるよう

で,い ろいろやっているようですが,日 本も独自

の考え方で新 しいよりどころを作ってい くことが'

む しろ前向きだと思います。

植松 先 日,オ ース トラリアのス ミス特許庁副長

官にお会い したのですが,ス ミスさんの考えはわ



れわれと同 じで工業所有権法と同 じに捉えなけれ

ば絶対に トラブルは解決 しないと言 う こ とで し

た。昨年,WIPOで オース トラリアは著作権法

ではダメだ ということを表明したわけですが,ス

ミスさんも工業所有権法のようなものでいかなけ

れば,将 来,ア メリカ自身が困るのではないかと

ハ ッキ リ言っていましたね。

プログラム以外

にも必要な保護

産業 を対象にするソフ ト全般

司会 今回,こ うい う法律が提案され,成 立した

としますと,こ れからまだまだ技術 も発達 しいろ

いろなケースも出てくると思いますが,だ んだん

に育てていくしかありませんね。ただ,非 常に難

しい と思 うのは,ソ フ トウェアの規模がどんどん

大きくなってきていてほとんど個人では作れなく

なって,法 人が製造業のように組立てて作ってい

くとい うことになるとそれを作 った者の権利があ

いまいになると言 うことですね。 この前のN鉄 工

事件のように人 と一緒にノウハ ウも出てしまうと

いうことになります。これも大きな問題だと思い

ますね。

中山 今回の新規立法はプログラムそれ自体の保

護であってソフ トウェア全体の保護にはなってい

ないわけで,ソ フ トウェア全体の中の一部を保護

する法律になっています。従って,ソ フトウェア
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中 山 隆 夫 氏

の中核はプログラムですからそれはそれでいいわ

けですが,そ れ以外にもいろいろ努力をしなけれ

ばならない点が残 っているのではないか,と い う

気がします。一つは特許法をどれだけ活用できる

か と言 うこと,も う一つは ドキュメン トの性格の

強いシステム設計書とかユーザーズマニュアルと

いったものに著作権法をどれだけ適用できるかと

い う問題 もあ ります。それか らこれは日本の法律

では少し弱いのですがノウハ ウをいかた保護する

か ということもあ ります。アメリカの トレー ドシ

ークレット法のようなものが日本には無いわけで

すから,今 後はソフトウェアを含めたノウハ ウを

どう保護 していくかの研究も残 されているのでは

ないか,と 思います。私はノウハウ保護法とプピ

グラム権法,著 作権法,特 許法のこの4つ の法律.

を全部活用 して完全なソフ トウェア保護体制が出

来るのだとい う感 じが しています。その第一歩が

プログラム権法だと言 うことで,今 後 とも不断の

努力が必要だと思います。

柴崎 先程のN鉄 工のケースに見 るようにソフ ト

ウェアの生産はますます複雑で難 しいものになっ
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てくるとい うことがある反面,ま すます立派なソ

フトウェアが出てくるとい うことになるとそ うい

う動機に駆られることも多くなると思いますね。

結局,あ のように会社を辞めて自分の会社を作っ

たわけですが,ソ フトウェアを作ったのは自分だ

から使 うのは自由だとい うのは,著 作権的な世界

の主張なんですね。確かに作 った人にそ うい う愛

着心があるのは当然で しょうが,会 社が資金を投

入 して作ったわけですからその製品の性格から見

れば当た り前のことなのですが,そ れを著作権法

の考え方を使って使用されるとい うこ とに なれ

ば,こ れか らますます巨大なソフ トウェアが出来

る時代に逆行する好ましくないことだろ うと思い

ます。 こうい うことはちゃんと制度の上で無くし

ていく必要があるだろうとい うことですね。

司会SEに も二通 りあって,ソ フ トウェアは一

つの芸術品であって名人である自分が作ったんだ

とい う人と,も う一つは皆で組立てて作 る工業製

品なんだとい う考え方で,後 者は若い人に多いで

すね。しかし,ま だ両者が ミヅクス している状態

じゃないかと思いますね。特にゲームのソフ トウ

ェアなどは感情や思想が入っているからそう見え

て しまうのですが,そ の辺は随分,複 雑なのでし

ょうね。

柴崎 産構審の考え方も産業を対象に したソフト

ウェアを基本に しているわけです。ですからどこ

を主眼にして保護 してい くか とい うことになれば

産業界ですね。 これは発明の世界でも特許の世界

でも同じです。それから中山先生が言われたよう

にプログラム権法だけでなくいろいろな法律の組

合わせでや っていくという場合に,特 に芸術性の

高いアウトプ ヅトはそこにいる人間に権利がある

のか,あ るいは著作権法の世界で保護すべきもの

なのか,い ろいろな組合わせで出来るわけです。

ですからプログラム権法は実際の産業で使 うもの

を主眼にすべきだと思っています。

難 しい標準化と

独 自性のバランス

固定化は発展の妨げ

司会 それか らパ ソコンなどを見ていますと,基

礎 となるプログラムは出来るだけ標準化 して公開

し,タ ダとは言わないけれ ども必要最少の価格で

使えるようにすれば,も っと普及す るように思い

ます。そ うい う提案が事実行われていますね。標

準化 と言 う問題が将来からんで くるのではないで

しょうか。

柴崎 そうですね。標準化とい うことはこれか ら

21世紀の情報化時代には一番重要な問題だと思い

ますね。標準化す ることに よって流通が阻害され

ると言 うことでは問題ですが,基 本的なものにつ

いてはどんどん進めていくとい う考え方は非常に

重要ですね。プログラム権法の答申の中にも標準

化についての考え方が少し入っています。実際の

法律の中でどの程度入るかわか りませんが,基 本

的な発想としてはそ うい うことです。

中山 標準化は非常に重要で,そ れだか らこそ私

は著作権法には馴染まないという感 じが している

わけです。著作権物というのは,こ れは標準化 し

てはいけないと思います。富士山の絵は多勢が描



くけれ ども,一 つ として同じものは無いのと同じ

です。同じでは意味が無いわけです。(笑 い)と

ころがプログラムの方はむ しろ標準化が必要であ

るとい うことで著作権法とは大分違 う感 じが して

います。

藤本 非常に難 しい問題ですね。先程言われたよ

うにパソコンにそうい う動きがあ りますね。個人

的には私は反対なんです。何故かと言 うと,確 か

に共通的,標 準的なベースに基づいていろいろな

ソフ トウェアが開発されるだろ うとい う期待はあ

りますけれども,も しOSが それ以上進歩しなけ

れば,技 術の進歩が停滞してしまうんですね。だ

からOSの 世界でも競争があって良い わ け で す

か ら,独 自性を出すとい うことと標準化とをどう

バ ランスをとってい くか非常に難 しい問題だと思

います。どこまでを標準化すべきかとい うことと

技術の発展を阻害させないバランスの問題はまだ

真面目に議論されていないのではないかと思いま

す。そして,そ れ らの問題のブレークスルーは ソ

フトウェアだけの問題ではなく,ハ ー ドウェアの

技術の発展,価 格の低下とい うことで分散処理が

行われる,分 散処理が行われるとい うことになれ

ば,今 のようなOSで は儲か りませんから乗せ る

ことはな くなるわけです。そ ういった ことで,か

な り変わって来 るのではないか と期待を持ってい

るわけです。 しかし,大 変に難 しい問題であるこ

とは確かですね。例えばBASICに してもCO

BOLに しても方言が沢山あ り,COBOLな ん

かも一つの標準的言語仕様を提案されているわけ

ですが,そ れも十分に守られていないという現実

は無視出来ないと思いますね。

司会 どうも著作権法だ と先発の利益が強 く出過

ぎてしまって,後 発はどうにもならないと言 うこ
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とで,そ の辺,独 禁法との関係で問題になるので

はないか と心配する向きもあ りますね。

中山 従来の著作権物は,他 人が利用 しなくても

別に人に迷惑はかけないわけですね。その点が違

うわけですか ら,利 用 とい う点か ら考えますとや

は り著作権法 と言 うのは適当ではないとい うわけ

です。

欲 しい 日本 の

リーダ ー シ ップ

学際的、国際的アプ ローチを

司会 他に何かあ りませんか。

植松 これは実務とい うより学問的な問題なので

しょうが,著 作権法でいきますと,例 えば設計図

は著作物なのですが,そ の設計図に基づいて作っ

た機械は著作権物ではないということで,こ こが

非常に本質的な点なわけです。 これを否定 して し

ま うと著作権法そのものの本質が変わって しまい

ます。 ところがこの点が案外,見 逃されています

ね。たとえばチ ップそのものが著作権法でなんら

かの形で保護されてしま うことになると機械も著

作権法で保護されるはずなんです。そ うなります

とほとんど人間の作ったものは,み んな著作権法

で保護出来ることにな ります。それは広い意味で

確かに文化に貢献できるとい う荒っぽい議論 もあ

りますが,著 作権法はもともとそういうことで出

来たわけではないのです。そう言った根本的な議
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論がされていないわけです。そ うい う観点か ら見

ます と,何 でも著作権法に取込む考え方は必ず破

綻が くると思いますね。

司会 どうも実務家が著作権法に無関心だった,

あるいは逃げていたという気が しますね。ソフ ト

ウェアづ くりに忙 しかったからかもしれ ませ ん

が,法 律の問題とい うだけでカンベンしてくれ と

逃げちゃうのですね。また法律家のほうは具体的

なものがないので議論が抽象的にな り,観 念論に

なるとい うわけです。これからはもっと学際的に

同じ場で議論 してい くことが必要で しょうね。そ

して具体例から理論を組み上げてい く,そ ういう

努力が少し足 りなかったと思いますね。

植松 その点は法律家の方 も反省しな くてはなり

ませんね。

柴崎 まあ,ソ フトウェアづ くりを専業に してい

るソフトウェア業だけではないのですが,情 報処

理産業だけに限 って見ても,今,1兆 円産業と言

われていますね。そ うな りますと極めて巨大な産

業にな りますけれども,そ うい う法律的なアプロ

ーチ,労 務面の問題,税 金の問題などいろいろ整

備 しなければならないことがあるわけです。60年

には,そ うい う情報処理産業を取 り巻 く基盤の整

備に取掛かる必要があるわけです。従来,き ちん

と光が当てられていなかった部分についてちゃん

とした解決することが産業全体を強 くしてい くこ

とになるとい う感 じを非常に強 く持っています。

司会 ソフトウェアを作っている労働者か ら見れ

ば,こ うい うソフトウェア権法が出来れば自分た

ちの仕事が評価されるということですね。

藤本 先程中山先生が言われたように新 しくプロ

グラム権法が出来たとしても,全 てのソフトウェ

アが完壁に保護 されるとい うわけにはいきません

ね。プログラム権法だけを考えて見ても取引きの

実態が ソフ トウェア ・プロダク トの使用権を売る

なりリースするのであってそれ以外の何物でもな

いわけです。他の一切の権利は無いですよ,と い

うことを明確にうたっているわけで,極 めて素直

な立法だと思いますね。それが世界的な流れに反

するとい うのはどうもピソとこないんです。

(笑い)非 常に現実的な考え方をしていると思い

ます。

中山 今後の要望ですが,私 は この問題で 日本が

世界の リーダーシップを取 って欲 しいと思います

ね。ソフトウェアは国際的に流通す るものですか

ら願わ くば世界がなるべく似た法制を取っていく

ことが好ましいわけですし,ま すます リーダーシ

ヅプを取ってもらいたいですね。日本のコンピュ

ータ技術の現状から見てもそれは可能だと思いま

す。

司会 どうも有難 うございました。
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〈資料〉 プ ログラム権法(案)の 骨子

(1)法 の目的

プログラムの保護及び利用を図り,プ ログラムの開発,流 通,利 用を促進することにより産

業経済の発展に寄与すること。

(2)保 護客体

プログラム(ソ ースプログラム,オ ブジェク トプログラム)を 保護の対象とする。

(3)権 利の内容

1.使 用権を新たに創設する。

2.改 変権(範 囲を限定する),複 製権,貸 与権を創設する。

3.人 格権に関する規定は設けない。

(4)権 利の発生

権利は創作により発生する。(使 用権については登録を権利発生要件とすることも検討)

(5)権 利期限

15年程度が適当である。(た だし,国 際的合意により短縮を図ることを前提に,米 国等の保

護期間を考慮してある程度長期間として制度を発足させることも一案である)

(6)登 録及び寄託

1.形 式審査による登録制度を創設する。

2.登 録時にプログラムの寄託を受理 し,非 公開にて保管する。

3.登 録されたプログラムは,そ の機能の概要を公示する。

(7)ユ ーザーの保護

1.通 商産業大臣はプログラムの取引に関し,表 示内容等指針となるぺき事項を公示する。

2.プ ログラムを販売する者は,上 記指針に基づ き,販 売するプログラムに一定の内容表示

をす く等の義務を負 う。

3.プ ログラム作成者が保守義務を果たせなくなった場合に備え,登 録機関が ソースプPグ

ラムを受理する特別寄託制度を設ける。

(8)裁 定制度

1.既 存のプログラムを利用 して新たにプログラムを作成 した場合。

2.公 共の利益のために必要な場合。

等にっいて,適 正な対価と一定の条件のもとで裁定により当該プログラムを利用できる

制度を設ける。

(9)権 利侵害に対する措置

差止請求,信 用回復の措置,損 害額の推定,刑 事罰の規定を設ける。

(10)紛 争の処理

1.斡 旋,調 停,仲 裁,判 定制度を設ける。

2.通 商産業大臣は,プ ログラム審査委員(仮 称)を 任命 し,紛 争処理に当たらせ る。'

(11)そ の他

1.プ ログラムについては著作権法の適用がないことを明確にす る。

2.法 人の従業員が制作 したプログラムの権利の帰属を明確にす る。

3.基 礎 となるプログラムの標準化について必要な措置を講ずる。
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魎

プ ロ グ ラ ム保 護 の あ り方

朝日新聞 論説委員

籏 野 寿 雄

1.な ぜ ソフ ト保護 か

機械を動かした り,情 報を処理 したりすること

だけでな く,人 間の思考や判断だって,そ の作業

過程を細分化 してぎりぎり詰めて行けば,す べて

の過程はイエスかノーか,0か1か の二者択一で

処理 されるのではなかろうか。思考も窮極のとこ

ろ,逐次的な計算処理に還元できるといえないか。

そこで,こ うした計算処理ができる機械をつ く

る。そして,必 要のつ ど機械の外か ら機械に対 し

て命令を出し,そ の命令がある限 りそれに忠実に

仕事をさせる。仕事の難易,水 準の高低は,す べ

て命令次第であり,機 械の方はどんな命令でも受

けられる汎用性と計算処理の物理的能力の大小が

問われるだけである。

いまのコンピュータとい うものの背後にある考

え方は,ざ っとこういうものだろ う。すなわち,

中央処理装置と記憶装置を中心とした機械(ハ ー

ド)を,プ ログラムと呼ばれ る電子化 された命令

(ソフト)で もって動かし,特 定の仕事をさせる

とい う二元構成になっている。計算を担当する中

央処理装置の演算速度はますます速 くなり,計 算

の素材や結果を貯えて記憶装置の容量 も増大して

いるとはいっても,そ れを動かす技術,ハ ー ドの

高性能をフルに生かす ソフ トがなければ,宝 の持

ち腐れである。 ソフ トが死活的に重要なのだ。

ソフトは機械に対する命令の与え方,す なわち

計算処理の手順を示すものであるか ら,高 度なソ

フトになればなるほど,手 順も複雑でかつ量 も膨

大なものになる。何万行,何 十万行になることも

まれではない。しかも,プ ログラムの中に一つで

も ミスがあれば,致 命傷になりかねな い の だ か

ら,ソ フ トづ くりには大変な労力と時間とカネが

かかる。

米国では,い まや情報処理 コス トの8割 は ソフ

トに向けられているといわれるが,わ が国でもソ

フト開発高は5兆 円に達 しているとの試 算 も あ

る。 「高度」 とい う修飾語が冠されるほどに,今

後,情 報化が進展するとすれば,ソ フトの需要は

高まりこそすれ衰えることはあるまい。これに対

して,ソ フトの開発,供 給は追いついて行けるの

だろうか。資金的にも,人 材面からみても,問 題

なしとは しないo

ソフ トにはもう一つやっかいなことがある。き

わめて簡単にコピーされ うるとい うことである。

大勢の人手 と長い時間,多 額のカネをかけて開発

したものであっても,無 断でコピーされ,ト ンビ

に油揚げをさらわれてしまうのでは,馬 鹿らしく

て ソフ ト開発もできまい。とくに,知 識労働ない

し無体の知的生産物に対する評価が低 く,ソ フ ト

の無断 コピー,無 料コピーが横行しやすいわが国



では,現 状を放置すれば深刻なソフト危機に見舞

われる危険が予想される。

高度のソフ ト開発を促がすには,社 会としても

ソフ トの財産性を認め,そ の権利を法律ではっき

りと保護することが必要である。

しか し,保 護といっても,過 度にな り,私 蔵を

奨励するものになってしまってはなるまい。高度

情報化社会の利便を社会の成員が均 しく分かち持

つ ようにするには,ソ フト開発の成果を広 く社会

に還元することも,また,欠かせないことである。

その際,ソ フト開発者の正当な利益を十分評価す

ることを条件にすることはい うまでもない。

コンピュータのソフト保護 と,あ わせてその社

会的活用を可能にする法制の確立が望まれるゆえ

んである。

2.特 別法か著作権法か

それなら,ど んな法制がいいのか。産業構造審

議会情報産業部会が1983年12月 に 「プログラム権

法」という新規立法を提唱すれば,1ヵ 月後の84

年1月 に著作権審議会第6小 委員会が著作権法の

改正で ソフ ト保護を行 うべ しとの報告を出 した。

プログラム権法の主な柱は,(1}プ ログラム開発

者にプログラムの使用権,複 製権,貸 与権,改 変

権を認める②ただ し改変権は範囲を限 り,著 作者

人格権的なものは認めない㈲既存プログラムを利

用 して新 しいプログラムを開発するなど一定の条

件に合 う場合には,適 正対価のもとで,既 存プロ

グラムの利用を強制許諾させる裁定制度を設ける

{4)保護期間は15年 とする一 の4点 といえよう。

これに対 し,著 作権審議会の報告に拠る文化庁

、は使用権の創設に反対し,改 変権については著作

者人格権の制限と翻案権の解釈(既 存プログラム

の実質的な内容及びその表現を受け継ぐ場合は翻

案に当るが,既 存プログラムを参考にし,そ の機
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能を向上させた改良プログラムは,新 たな著作物

の作成に該当する)に よって対応 しようとする。

また,強 制許諾については,一 ・般的な制度にする

ことには否定的ながら,限 定 された範囲内での可

能性を残 し 「引き続き検討する」とい う立場をと

っている。

この稿の執筆段階では,政 府内の調整がついて

いないが,結論を出す前に吟味すべきことがある。

第1は,コ ンピュータ ・ソフ ト,と くにプログ

ラムの性格をどうみるかである。

上述 した ように,プ ログラムは コンピュータと

い う機械を動かす手順であ り,ハ ー ドの利用技術

である。機械にかけられ,直 接その作動を指示す

るオブジェクト・プログラムは電気信号の集まり

であり,人 間には知覚できない。だから,プ ログ

ラムは 「人間の知情意に訴えて,そ の精神活動に

影響を与えることを未来の目的とする著作物」(著

作権審議会第2小 委員会報告。73年6月)と はい

いがたい。 「思想又は感情を創作的に表現したも

のであって,文 芸,学 術,美 術又は音楽の範囲に

属するもの」(著 作権法第2条)と い う著作物の

定義からもはみ出るものである。著作権法の著作

物の例示規定にプログラムを追加するだけで,片

付 く問題ではない。著作権法にい う著作物の範疇

に無理に押 し込めるよりは,プ ログラムの性格に

見合った法制を考えた方がよい。

第2に,プ ログラムに与える保護,権 利の内容

である。 プログラムとは,何 度もい うように,利

用技術であるか ら,そ れが使用されては じめて真 ・

の価値が発揮されるものだ。とすれば,プ ログラ

ム保護とは,プ ログラムが不正に使われないよう

当該プログラムの開発者を保護すること,'言い換

えれば,開 発者に使用を専有する権利を付与する

ことが中心課題となる。産構審の答申が,使 用権

の創設を提唱したのは理にかなっている。

権利者に無断でプログラムを複製することを禁
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ず る権利や,同 じく無断でプログラムを業として

第三者に貸与することを禁止する権利を認めるこ

とも,当 然のことである。 この点は著作権と共通

する。

プログラムは絶えず改変(バ ージョンアップ)

される宿命にある。プログラム開発と利用の実態

をみれば,他 人の開発 したものも含めて既存のプ

ログラムを基礎 として,そ の一部を修正 した り,

新たなものを追加した りすることが常に行なわれ

ている。 ソフ ト開発のための資源が,人 的にも資

金的にも,乏 しい現状(将 来は・一層ひどくな りそ

うである)で は,そ の少ない資源の有効活用,重

複投資のむだ排除 とい う観点からも,こ うした改

変を法的にも認めることが必要であろう。

しか し,そ れが行き過ぎて,原 プログラム開発

者の利益を不当に侵害するものとなってはならな

いか ら,ま ず,原 開発者に,原 則として無断改変

を禁ずる権利を与え,同 時にその一部を制限する

という法的仕組みが求められる。つまり,プ ログ

ラムの場合は,そ の開発者に改変の専有権を認め

るにしても,そ れははじめから制限を含んだ限定

的な権利とい うことになる。84年2月 に通産省が

公表 した 「プログラム権法第一・次要綱案」は,改

変を 「原プログラムの電子計算機に対する指令の

創作的な組合わせの全部又は主要部を用い新たに

創作性を加えプログラムを作成すること」と定義

している。これを裏返えせば,一 部又は主要部以

外には改変の専有権は及ばない,自 由に利用でき

るとい うことである。何が一部であり,主 要部で

あるか,線 引きはそ う簡単ではなかろうが,法 律

上,改 変権の及ぶ範囲をできるだけ具体的に書き

込むことが要請される。

バージョンアップがプログラムの重要な特性の

一つであるとすれば,プ ログラムに著作権法の同

一性保持権を認めるのはふさわ しくないだろう。

この同一性保持権は,人 聞の思想感情の創作的な

表現を,著 作者が望む限 り,い つまでもそのまま

の形で保持することを保障する権利であり,著 作

権の核心をなす著作者人格権のなかでも最 も重要

な権利である。だから,著 作権法においては,こ

れを制限することは真にやむをえない場合に限 ら

れており,従 って,そ れは除外規定とい う形で法

制化されている。

プログラムにおけ る改変権の制限は,プ ログラ

ムの機能向上やより高水準のプログラムの開発が

社会公共の福祉に役立つとの観点から,こ れを社

会的に是認 して行こうとい うものである。同一性

保持権の適用除外 ということで律すれば足 りるこ

とではない。ついでにいえば,著 作者 人 格 権 に

は,同 一性保持権のほかに,氏 名表示権,公 表権

があるが,こ れらもプログラムの保護には不要の

ものであろ う。

著作権法には,改 変権に類似のものとして翻案

権がある。 しか し,こ れについては,翻 案権の範

囲が不明瞭であり,こ れで行 くと過度の保護にな

り,プ ログラムの開発技術を阻害する恐れがある

との懸念が,産 業界のみならず学界にもある。や

は り,プ ログラムとい うものの特性に見合った,

著作権法の翻案権 とは別種の改変権を創設するの

がよいとい うことにならざるをえない。

プログラム開発者に与えられる権利は,使 用,

複製,改 変,貸 与を専有する権利であるが,コ ン

ピュータを動かす利用技術であるとい うプログラ

ムの性格上,こ れ ら専有権の行使は プログラムの

社会的活用とい うもう一つの法益 とバランスをと

ることが望まれる。適正な対価と公正な第三者に

よる裁定を条件としてだが,場 合によっては,プ

ログラムの使用等の許諾を原権利者に強制する必

要 もでてこよう。これを可能にする法律上の仕組

みもいる。

以上のようにみてくると,プ ログラムの保護は

新 しい法律で考えた方がよいとの結論にならざる



をえない。そ して,そ の際,プ ログラム権法を提

唱した産構審の考え方が大いに参考になる。

もちろん,プ ログラムに与える権利には,著 作

権法の権利内容と共通ない し類似するものも少な

くない。だから,他に適切な法がない状況下では,

解釈論によって著作権法上の保護を与えることは

できようし,ま たそ うすることが,社 会正義上,

要請される場合も出てこよう。東京,横 浜の両地

裁が,そ れぞれ82年12月 と83年3月 に,コ ンピュ

ータゲームのプログラムに著作権法上の保護を与

えたのも,こ うした事情からと思われる。

このことは,し か しながら,す べてのプログラ

ムが著作権法で保護されるとい うことを意味する

ものではない。すべてのプログラムを著作権法で

保護すべ しといっているわけでもない。プログラ

ムの特性からみてどんな法的保護が最もふさわし

いかとい う立法論は,著 作権法の解釈論や判例 と

は別に,十 分成立 しうることである。いな,そ う

い う立法論が必要な時に,い まわれわれはいると

いっていい。

また繰 り返 しになるが,プ ログラムは著作権法

が保護対象とする著作物とは基本的に 異 る も の

だ。その保護を著作権法の解釈に依存 す る よ り

も,ま た,プ ログラムを取 り込むために著作権法

をへたにい じるよりは,プ ログラムの性格と保護

目的に最適の法律を新 しく制定 した方がいい。新

しい酒は,や は り,新 しい革袋に盛るべ き で あ

る。

3.国 際的な動き

プログラムの法的保護は,わ が国だけでなく国

際的にも議論されていることである。プログラム

の国際的な取引が今後ますます進むことは間違い

ないと思われるので,わ が国としても国際動向に

無関心ではいられない。世界知的所有権機関(W
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IPO)と 米国の動きを簡単にみておこう。

WIPOは1978年 に 「コンピュータ ・ソフ トウ

エア保護のためのモデル法案」を発表,79年11月

にはこの問題に関する専門家委員会第1回 会議を

開いて国際協力のあり方を議論 した。81年3月 に

は26カ 国,2国 際機関,8民 間機関を対象に,ソ

フト保護のための新たな条約の必要性を問 うアン

ケート調査を行 った。83年6月 には,こ のアンケ

ー ト調査結果 とWIPO事 務局が準備 した条約案

を検討する目的で2回 目の専門家委員会を開催 し

た。

アンケー ト回答の過半数は,ベ ルタ,万 国両著

作権条約ではソフトはまったく保護 されないか,

保護されるにしても不十分 と答え,新 しい条約の

締結を望 ましいとする空気を感 じさせた。 しか し

83年 の専門家会議では,逆 の意見が強 く出 され

た。すなわち,か なりの数の国で,現 存する著作

権法で保護 しようとする傾向が強まっていること

が報告 され,両 条約の改正やそれに代るべき最良

のソフト保護形態の検討は時期尚早との結論にな

った。新しい条約案の審議はタナ上げにされた。

これだけからすると,プ ログラムは著作物であ

り,従 って著作権法で保護するというのが国際的

合意のようにとられやすいが,必 ず しもそ うでは

ないことも知 っておく必要がある。オランダ代表

が「著作権法が最適なワク組み(mostappropriate

basis)」 と強い表現を使い,西 独も 「著作権法が

効果のあるものとして使える(available)」 と述

べたが,著 作権法によって保護されているとい う

司法省の立場を紹介 したフランスは,プ ログラム

が著作物か否か,著 作権法で十分保護され るかど

うか,さ らには,両 条約のカバーする範囲も点検

し直 してみなければならないと言い足 している。

ユネスコ代表も同じような検討の必要性を訴え,

WIPOの ボグシュ事務局長も 「コンピュータ・

ソフトウエアが著作物かどうかについては,条 約
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は何も言っていない(silent)」 と指摘 している。

現存の両著作権条約は文芸(学)的,学 術的,

美術的著作物を列挙ない し例示 しているが,著 作

物の明確な定義を欠いている。従って,プ ログラ

ムが条約にい う著作物か否かは各国がそれぞれ決

めるしかない。

わが国の場合,文化庁は著作物と解釈 してお り,

プログラムの法的保護に当っては条約に違反する

ことはできない との立場を とる。 しか し,プ ログ

ラムは著作物ではないと考えれば,通 産省案のよ

うな別種の立法で保護したとしても,そ れは条約

違反とはならない。

わが国がプログラム権法をつ くり,そ の線に沿

った国際的保護を提唱することは,早 期実現の可

能性は別として,法 的には何ら問題はない し,望

ましいことである。

もう一つ,米 国との問題 とい うのは,米 国政府

が通産省案に重大な懸念を表明し,両 国間に新た

な経済摩擦を引き起こしかねない情勢になってい

ることである。米国が問題を提起 しているのは主

として保護期間と裁定制度のご点だ。なかでも後

者に対 しては非常に疑心暗鬼になっている。米政

府関係者の発言 と通産省にも手渡されたと思われ

る関係文書のなかから,彼 らの言い分をい くつか

紹介してみよう。

「著作権条約には強制許諾を認める条項がある

が,き わめて限定 されている。1971年 の万国著作

権条約改正で開発途上国により広い強制許諾制度

が認められたが,こ れは逆にいえば,先 進国は一

般的な強制許諾制度を導入することはできないこ

とを意味する。そ うい う強い意見が報告書の中に

盛 られた」

「通産省案は著作権法から見なければならない

が,そ の限 りでいえば,同 案の強制許諾制度は両

条約とは明らかに矛盾する」

「通産省案は特許の原則に基づ くものであり,

条約上の義務違反にはならないとい う議論の妥当

性について,米 国は強い疑問をもつ。同案は,反

対に,条 約上の義務を回避しようとい う明白にし

て不幸な努力のようにみえる」

「問題の核心には,通 産省が強制許諾の権限を

握ろ うとしていることがある。安い料金で(米 国

製 ソフトを)入 手 しようというね らいであ り,大

変危険な案だ」

「通産省案から強制許諾条項を削除したらハ ッ

ピーだ。裁定に不服なら裁判に訴えればいいとい

っても,判 決がでるまでは,裁 定が効力をもつ。

裁定の効力が凍結 されるのなら話は別だが…」

こうした発言の底には,ソ フトでは米国企業に

くらべて遅れている日本企業に有利な裁定を下す

のではないか,と の不信が横たわっている。 「米

国は著作権法を改正 して,日 本のソフトを保護し

ないこともできる」 との桐喝的発言もきいた。

通産省は,米 国に十分説明すればわかってもら

えるとの立場をとっているが,IBM事 件の記憶

もまだ生々しい時だけに,へ たにこじれると大変

なことになる。十分な意思の疎通を期待するが,

一番肝心なことは法成立後の運用で公正 さを実証

す ることだろう。

このことは単に日米間だけでなく,国 内の企業

同士の関係についてもいえることである。裁定制

度はプログラム権法の最大のポイ'ントであるだけ

に,も しその運用の公正さに疑問が呈 されるよう

なことがあれば,折 角の新法もその立法 目的に反

して,ソ フ トの開発,流 通を阻害するものになっ

てしま うだろ う。仮 りにも,そ うい う事態を招い

てはならない。

ソフ トの開発にあたる人も,こ れを利用する人

も,ソ フ トの法的保護の意義を正しくとらえ,共

存共栄のなかでわが国のソフトの レベルアップに

貢献 してもらいたい。 ・
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イ、 イド・レ ト

オ リ ジ ナ ル ・ ソ フ ト

に実績を誇 る

ソ フ トウ ェアハ ウ スにTQCを 実践

日本 ビジネ スオ ー トメー シ ョン(株)

高 まる ソフ トウェア企業の評価

ソフトウェアの重要性が高まるにつれて,ソ フ

トウェアハ ウスの業界発展に果たす役割も大きく

なっている。昨年度の情報化月間でソフトウェア

業界のパイオニアの1つ である日本ビジネスオー

トメーション㈱(JBA)が,情 報化促進貢献企業

として表彰を受けたことは,そ の意味でも大きな

意義のある出来事といえた。わが国のソフ トウェ

アハウスの技術力が社会全体の発展に確実に寄与

している事実が公的に認められたと言 ってよい。

「わが社の業務は多岐にわたっていますが,中 心

は,ソ フトウェア製造技術です。常に最先端技術

の頂点に関わって技術を蓄積 してきましたので,

自信も十分あ ります。また,ソ フ トウェア ・パ ッ

ケージの流通促進にも実績を持っています」

鈴木良武社長は,控 え目だがハ ッキ リと言い切

っている。その言葉は,21年 にわたって培ってき

た実力が正 しく評価されたことに対する喜びが率

直に表現されている。

JBAは,昭 和37年8月,わ が国情報産業の先

駆的役割を担 って産声を上げた。当初の主たる業

務は,電 子計算機の運用,オ ー トメーションシス

テムの調査,研 究,設 計が中心だったが,創 業以

来,増 大す る情報処理サービスのニーズに対応 し

て,全 国主要都市に支店,営 業所及び情報処理セ

ンターのネヅトワークの輪を広げて順調な発展を

遂げてきた。

その一方では,IPA(情 報処理振興事業協会)

JSD(協 同システム開発㈱)な どの委託プロジ

ェクトによるシステム開発にも積極的に取組み,

大きな成果を上げている。こうした実績に加えて

ソフトウェア業界の諸団体の中心的メンバーとし

て大きな役割を果たし,業 界の発展に貢献したこ

とも,表 彰理由の1つ の対象だったことはい うま

でもない。

現在,JBAの 活動の分野は,ま すます拡大の

一途をたどっている。前に述べた委託開発による
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口 ロ イ ンサ イ ド ・レポ ー ト[〕[1-一.

ナ シ ョナ ル プ ロジ ェ ク トを は じめ と して防 災,公

害 医 療,気 象な どの 社 会 シス テ ム の 開 発か ら ソフ

トウ ェア の開 発,シ ス テ ム関 連 機 器 の 販 売,事 務

計 算,科 学 計 算 の受 託 及 び サ プ ライ 用 品 の 販 売 な

ど広 範 囲 に及 んで い る。

「ソフ トウ ェア ・パ ッケ ー ジ の販 売 の成 績 も伸

び て い ます 。 パ ソ コ ン用 のOSソ フ トウ ェア と し

て人 気 の あ るUSCDX-Pシ ス テ ムな ど,こ の

2年 間 で600本 も売 れ てい ます 」(鈴 木 社 長)

多数のオ リジナルソフ トウ ェア

JBAが 自信を持 って薦めるソフ トウェア ・シ

ステムの1つ に 「有限要素法による汎用流体解析

プログラム」がある。このシステムは,熱 をとも

なった空気や水の流れの測定を基にして建築物の

内部の温度分布計算を行 うなど,構 造物の強度計

算などに大きな威力を発揮 している。FEMIN

ASと 呼ばれるこのシステムは,有 限要素法を用

いているため任意の境界形状が扱えること,二 次

元及び三次元の熱流動解析が可能なことか ら,幅

広い適用範囲があ り大手の建築会社をはじめとし

て多くの販売実績を上げているo

システムの概要は以下のとおり。

○対象

・非圧縮粘性流体

・流速場での拡散

・ブシネ近似を用いた自然対流

○解析手法

・基礎式 非圧縮ナビエ ・ス トークス方程式

エネルギー方程式

○境界条件 ・

・流速指定 ・温度指定

・圧力指定 ・熱流速指定

・フリース リヅプ条件 ・熱伝達指定

○形状関数

・二 次 元:三 角形要素

・圧 力:一 次多項式

・流速 ・温度:二 次他項式

・三 次 元:四 面 体 要 素

・圧 力:一 次 他項 式

・流 速 ・温 度:二 次 他 項 式

▲二次元解析例(二次元流速ベクトル)

▼三次元解析例

要素数80流 速節点227の 場合

使用計算機

コア メ モ リ
ー サ イ ズ

(ワ 」 ド) 榊騨
TOSBAC

-5600 49K

l

368 1.62

CRAY-1 70K 4.27 0,019

い うまでもなくFEMINASは,JBAの 技

術陣が独自に開発したソフ トウェアである。社業

の伸展 とともにその守備範囲も広がったが,「 中

核はやはりソフ トウェアの製造技術です」 と鈴木

社長が強調する所以であぢ。



こ の外,JBAの 技 術 陣 が 開 発 した ソ フ トウ ェ

ア には さ ま ざ ま な も のが あ る。 ア トラ ン ダ ムに 挙

げ る と,本 格 派 マイ コ ン用 デ ー タベ ース 管 理 シス

テ ムで あ るPDBS/PDBS－ 皿が あ る。PD

BS-∬ は,16ビ ッ トマイ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 十ハ

ー ドデ ィス ク向 け の デ ー タベ ース シス テ ムで 大 型

コン ピュ ー タ並 み のDBMSを マ イ コ ンで 走 らせ

る こ とが で き る シス テ ムで あ る。 また,DOCU

MEX(ド キ ュ メ ックス)は,マ イ ク ロ コ ン ピ ュ

ー タ ユ ーザ 向け の本 格 的 文 献 検 索 シス テ ムで
,多

忙 な ビジ ネ ス マ ンや 技 術 者,研 究 者 な ど の不 可 欠

な友 に な っ てい る。 情 報 検 索 シス テ ムで は,対 話

型 情 報 検 索 用 フ ァイ リン グ シ ス テ ムPASOFI

LE(パ ソフ ァイル)も,プ ロ グ ラ ミン グ の必 要

の ない 手 軽 な シ ス テ ム と して 幅 広 い ユ ーザ ニ ー ズ

を 持 って い る。

CtSEは 一級 建築 士 であ る"

業容の拡大につれて,ソ フトウェア業に携わる

各企業は,そ の体質の改善と強化とい う新 しい課

題に直面 している。個々の技術者の技術力の レベ

ルを高め,い かに してソフトウェア開発の効率を

高めるか。しかもそ うした体制をいかに組織的に

実現していくかとい う課題である。また既存のソ

フトウェア ・パワーの能力を十分に生かしきるた

めに、組織の活性化を高めるという問題 も忘れ ら

れない。各企業が,そ れぞれの方法でQC的 小集

団活動を模索しているのは,当 然のことといえよ

う。

しかし,問 題は極めて深刻である。説明するま

でもなくソフトウェア産業は前例を持たない新 し

い産業である。どの企業 ともそうした組織活動の

経験がない。先輩であるコンピュータ ・メーカー

のノウハ ウを下敷きにしなが ら,文 字 どお りの模
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索を行っているのが今 日の姿といえる。もともと

頭脳集団であるソブ トウェアハウスは,QCに は

なじまないとい う意見もある。 しかし,営 業部門

はもとより本社の管理部門にすらTQC(総 合的

品質管理)が 導入されている現実を見るまでもな

く,こ の議論は何らの説得力を持たないのは明ら

かである。

この分野でもJBAは,先 導的な役割を果たし

ている。すでに何年も前からQCサ ークル活動を

行っており,外 部発表の経験も持っている。

「組織的な教育システムも充実 していると自負

していますが,本 社だけでなく各営業所 レベルで

もサークル活動を徹底 しています。随時,プ ロジ

ェク トを編成するとき以外は全員参加を原則に し

ています。10人 程度のグループを作 り,そ れぞれ

が独自のテーマを見つけて活動 しています。テー

マの発見か ら,そ の解決手法の発見,問 題解決の

経験を積み重ねるなかでモラールも上が り,品 質

管理の思想 も高まってきています」(鈴木社長)

ソフ トウェアの開発にとって,客 先のニーズ,

要求を完全に理解することは絶対不可欠の条件で

ある。システムが出来あがったとき,「 こんなは

ずではなかった」といった評価がでるようでは,

そのシステム開発は失敗だったといわなければな

らない。客先のニーズが完全に満たされたときシ

ステム開発は初めて終わるのである。

このことに触れて,鈴 木社長はttSE－ 級建築

士論"を 展開 している。家を建てるとき,建 築主

は 自分なりの出来上 りのイメージを持 っている。

しか し,そ のすべてを言葉で表現することはでき

ない。建築士は,そ のイメ一一ジを完全に汲み取 っ

て,建 築主の望みどお りの家を手渡すことを求め

られている。それが出来て初めて優れた建築士 と

いえる。SEも また しか り,と 鈴木社長は言 うの

である。
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匡 一 タバン司

コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の

セ キ ュ リ テ ィ対 策 に 関 す る

ア ン ケ ー ト調 査 結 果

当協会では昨年5月 産業構造審議会情報産業部会における審議

資料とするため標記のアンケー ト調査を行った。ここではその

集計結果の大要を紹介する。なお,こ の調査結果は昨年12月 の

中間答申の付属資料 として用い られている。

1.調 査 の概 要

ω 調査時期

調査票郵送

回収締切

② 回収状況

発 送 数

回 収 数

回 収 率

5月26日

6月20日

2,363通

902通

38.2%

(3}投 資規模別回収状況

表1

投 蚕万 模1回 酬%1
一

・… 万円未満1・ ・1・ ・{

5… 五 明 上1億 円未剰1・1}11・2

1億円以上 ・・≡ 満1・ ∋ …
一 一一

1・億円以上 ・・億 円未満1161い ・・
__一 ー ー一 一

・・億円以上 ・・鯛 未満1351・ ・
一一-}一一了

・億円以上1・ ・億円未満1311・ ・
一

1・・億円以上1421・ ・

不 明1・ い ・

合 計 い ・・1・ 皿 ・

(1982年1月 ～12月 にお け る

シ ス テ ム障 害 等 に よる

主 力 コン ピュ ー タ ・シス テ ムの ダ ウ ン状 況)

・原 因 別 平 均 ダ ウ ン回 数:ハ ー ド ・OS8.0回

ソフ ト4.3回

回 線3.1回

オペ レー シ ョン2.2回

・平 均 ダ ウ ン間隔

・平 均 ダ ウ ン時 間

・ズ ー ム復 旧時 間

そ の 他

463.1時 間

71.6分

77.8分

② 仮にシステム障害等により

コンピュータ ・システムが

停止した場合の影響

(オンライン ・システムが

1時 間ダウンした場合)

⑧ 自社の受ける影響(損 害)

影響なし

軽い影響

やや重い影響

かなり重い影響

重大な影響

1.3回

2.集 計 結果

{1}シ ス テ ム障 害,犯 罪 等 に よ る シス テ ム ・

ダ ウ ンの発 生状 況

28(4.1%)

151(22.2%)

237(34.9%)

169(24.9%)

93(13.7%)



⑮ 社会的影響 ・広が り

影響なし

近 隣

都道府県

地方ブロック

全 国

391(64.3%)

50(8.2%)

24(3.9%)

31(5.0%)

112(18.4%)

(3)仮 にデータの漏洩 ・破壊等が生 じた

表2場 合の影響

軽 い 影 響 89(10.3%)

'

やや重 い影響 213(24.7%)

-一}

かな り重い影響 255(29.6%)

一

重 大 な 影 響 304(35.3%)

合 計 861(100.0%)

'一 　 一 「.　 ・一 ・一 　 一.⊥

{4)セ キ ュ リテ ィの 確 保 に 関 して 困難 を

感 じて い る事 柄

表3 (多重回答)

コス トの問 題 682(75.6%)

物理的問題 316(35.0%)

運用管理的問題 250(27.7%)

技術的問題 262(27.0%)

効率,操 作性 の問題 328(36.3%)

特 に感 じていない 87(9、6%)

(5)セ キ ュ リテ ィ対 策 へ の

コス ト支 出 限度

ミ 　一一 1デ ー タ バ ン クi

29

全 コン ピュ ー タ シス テ ム

(含ハ ー ド,ソ フ ト)投 資 に対 す る

セキ ュ リテ ィ対 策 設 備 投 資 の 最 高 限

表4

0タ∠63(8.2%)

・ ～ ・%lms(5・ ・2%)

・ 一 ・%118・(・3・ ・%)

7～10%98(12.7%)

11～20%27(3.5%)

21-・ ・%1・(1・ ・%)

31%以 上7(O.9%)

合 計1773(1・ …%)

(6) セキュリティ対策を更に強化するため今

後開発 ・実用化を促進すべき技術上の課題

表5(多 重回答)

1設 計酬 ・おけ ・ 自動 化技⇒226(25・ ・%)

自動 プ ログラ ミング技 術
一一－r-'

… ウ・ア髄 技術i
.一一.

ア クセ ス ・コ ン トロー ル 技 術

1125(・3・ ・%)

404
-(44.7%)、

126・(…%)
一 一.}

・ギ ・ グ技 術1・74(19・ ・%)

暗靴 技術1・ ・3(…%)

障害診断技術1378(41・ ・%)

フ ァイル回復技術 471(52.2%)

障害回復技術 407(45.1%)

そ の 他 15(1.6%)

(7)保 険

災 害 ・犯 罪 な どの偶 発 的 な事 故 に よる

コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム の損 害 を補 償 す

る コ ン ピ ュー タ総 合 保 険 につ い て

表6

情報化保険を既に利用している 78(8.8%)

内容は知 ってい るが利用 してい
ない

294(33、2%)
'一

名前を 聞いた ことがあ る程度 394(44.5%)

全 く知 らない 119(13.4%)

合 計1田 ・(・・…%)
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(8)

92(10.4タ ∠)

225(25.5%)

141(16.0%)

80(9.1%)

344(39.0%)

(9)コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の

セ キ ュ リ テ ィの 確 保 に つ い て の

国 へ の 要 望

表7(多 重 回 答)

裁 三 笠 のガイドライ∈(・・:;%)

助 成 措 置427(47・eilo・2一

醗 一一360(37'7%).、'協 議

直対策実 雌 進 のた123・(25・7%)

そ の 他}14(1・ ・%)

匠 一 夕 バ ン ク1

システム監査制度

システム監査制度の導入

現在導入済

現在未導入

将来導入予定あ り

将来導入予定な し

将来未定

._.w..一'-.一`.

rデ7線 実施のための427
置
丁テ・向上のための酬36・

⑳ リス ク要 因 別 セキ ュ リテ ィ対 策 状 況

()内 は%

出入口が
防火戸 耐火構造

ぷ㌫螺 識
・・8・71・・)物 理 ・酬(21蓋

窓が防火戸(11.0)

対 策

防火管理 者

607(67.2)

消防計画220

(24.3)管 理

教育及び

定期的割線
3Ω

異常警報の(sa.0)

常時監視

火元責任者 貞観肖駒隙886

554(6L・)、2。(ee .,)(42・7)

〈 火 災 〉

転倒防」Lの措置

振動に対する措置
268(29.7)

341(37.8)

損傷防止の措置
物 理

145(16.0)

一

(対策)一 ト

管 理
教育及び

防災責任者 . 定期的訓練

421(46.6)
224(22.6)

<地 震〉

漏水検知器設置
直上階の

防水施行

157(17.4) 窓 に137

防水措置(15
φ1)1i8

一
浸水措置

(13.0) 排水溝等の

247(27.3) 108 殴 置

物 理(11・9) 止 水 弁

91 (10.0)一

(対策)
一

教育及び
管 理

定期的訓練

111(12.2)
防災責任者 　 }

300(33.2) 漏水の異常警報

167(18.5)

<水 害〉
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デ ー タ バ ン ク

侵入防止の工夫

224(24.8)

入口の制限複雑化

309(34.2)

手形照合

11(1.2)

〈不法侵入〉

パ ッ ヂ

232(25.7)

本人確認

214(23.7}

ガー ドマ ン

121(13.4)

教デ珊 練

254(28.1)

責任分担明確化 パスワー ド

管理
436(48、3) 200

(22.1)

管 理 ロー テ ー シ ョン

一 173(19.工) [

(対策)一

技 術
プアイル暗号化

39(4、3)

パスワー ド使用
....

アクセス

モニタリング

244(27』)

61(6.?)

〈内部要員の不正〉

パ ス ワ ー ド管 理

外部端末管理
252(27.9)

一

132(14.6)
管 理

一

(対策)一
ア クセス
モニタリング36

技 術 (3.9)

パスワー ド使用 暗号化技術

.　 38(4.2)
296(32.8) 不正接続

防止技術

リソース管理
42〈4.6)

.

187(20.7}

〈不正アクセス〉

専用空胴殴傷

724(80.2)

転倒移動

防止策

316

(35.0)

診断

プロ
グラム

190

(21,0)

定期点検

予防保守

77B(86.2)

・専任

オペ レ

ソフ トの

信頼性確保

454(50.3)

〈システム障害〉



32

会員サロン
∨ぐ^'

,?'^

VAN雑 感

日本電子計算(株)大 阪支店営業部次長

岡 政

小 生 の 名 刺 の 裏 に,当 社 の 主 だ った サ ー ビス品

目,す なわ ち 「受 託 計 算 サ ー ビス 」,「 各 種 プ ロ

ジ ェ ク トの調 査 ・研 究 」,「 ソフ トウ ェ アの 開 発 ・

販 売」,「オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス」,

「デ ー タベ ース(情 報 提 供)サ ー ビス 」,「 大 型

科 学 技 術 計 算(LASS)サ ー ビス」,「 各 種 コ

ンサ ル テ ィン グ」,「 情 報 機 器 の 開発 ・販 売 」 の

列 記 を してい るが,最 近,新 た に 「VANサ ー ビ

ス」 を追 加 した 。

新 しい顧 客 と名 刺 交 換 の後,話 しの成 り行 き に

よ り,こ の 名 刺 を 裏 返 して い た だ き 「当社 も昨 年

か らVANサ ー ビスを 始 め ま して ネ 」 と切 り出 す

と,ほ とん どの方 が 「ホ ウ,VANを ネ・… ・・」 と

興 味 深 そ うに,次 の 小 生 の言 葉 を期 待 され る雰 囲

気 を 感 じる事 が 多 い 。

それ だ け 「VAN」 に対 す る関 心 度 が 高 ま って

い る もの と思 わ れ る。

そ れ に は 各 種 新 聞,雑 誌,テ レビ とい った い わ

ゆ る 「オ …'ル ドメデ ィア」 に よ り,ほ ぼ 連 日,C

ATVやCAPTAIN,INSや 通 信,放 送 衛

星 とい った 「ニ ュ ー メデ ィア 」 と も ど も,様 々な

ア ン グルか らニ ュー スや 記 事 と して紹 介 され て い

る事 に も よ るだ ろ う。

そ の他,各 種 の外 部 セ ミナ ーや 講 演 会 に お い て,

従 来 な ら無 関係 と思 わ れ る ジ ャンル の 人 達 の 間 で

も,そ の 関 心 度 が 高 くな って い る事 を 痛 感 す る。

と くにVANに つ い て は,そ の動 向 が我 々VA

C(付 加 価 値 通 信 業 者)の 今 後 の 死 命 を 制 す るだ

け に重 大 関心 事 とな る。
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い き お い 毎朝,新 聞 を ひ ら く時,そ の あた りの ニ

ュ ース を鵜 の 目,鷹 の 目で追 いか け る事 に な る。

そ こで い つ も気 に な るの は,あ たか もVANが

INSと 同 様,目 的 的 な と らえ 方 が な され て い る

ケ ー スが 多 い とい う事 で あ る。
　 　

INSが そ も そ も("「1」 い った い 「N」 な

に の こ とや ら 「S」 さっぱ りわか らな い")と い
　 コ 　

った 戯 れ言 か ら(く くい った い な にを す る の だ

ろ う")と ニ ュ ア ンス の 変 化 炉認 め られ るが,V

ANに つ い て も懐 か しい ジ ャ ケ ッ トメ ーカ ーの 名

前 とか,屋 根 付 きの 箱 型 貨 物 自動 車 とい った もの
の 　

から,("rV」 場代を払ってrA」 安全に「N」

何なりと")と いった完全に安全を保障された場

所の利用と,そ の 「場」を有効に活用 しえるソフ

トウユアを利用するという,い わば道具,手 段の

1つ であるとい う認識に変わる事が大切だと思わ

れる。

大事な点は,VANの ネ ットワーク網を核 とし

た通信施設お よび強力なコンピュータ設備に 「デ

ータ」を委ねて,い うところの 「付加価値」をの

せて「情報」として取 り出したものを,真 に価値あ

る生きた情報にす るかとい う事であ り,そ れが抜

けると,単 なる便易性の追求に終わってしまう。

そのためには,まずデータの発生する現場から,

VANと い う 「場」を経由して 「情報」 となしう

るための一連の環境整備を一貫 して心がける必要

があろうかと思われる。

い うならば,FVAN」 の前後にVA(value

added)を とい う事になろうか。

当社が一昨年から手がけたいわゆる 「VAN」

業務も,シ ステムの合理性を追求する中で,結 果

的にVANに なっていた とい う感 じである。

すなわち,護 れでも簡便に取 り扱えて,物 流,

情報流を最短距離ではかるには,そ の伝送手段は

ネ ットワークであ り,そ れ も複数の企業 と結ばね

ばこのシステムとして生 きてこないとい う事にな

る。

さらにいえば,い くつかの定性情報にそこか ら

発生する側面情報が付加されるだけで,イ メージ

が立体化 し,一 層情報 としての有益性が増すとい

う事を顧客と一緒に確認 しあいながら進めた結果

がVANで あった。

勿論,そ の背景として,当 社が民間では,わ が

国最初の商用オンラインを昭和46年 にスター トさ

せTSS・RJEサ ービスを開始させた技術的裏

付け と,そ の後のネットワーク拠点の拡大や,ホ

ス トマシン・周辺機器等諸設備の増強や,い ち早

い設備面,運 用面の完全対策の実施,さ らには1

千有余の社員からなる豊富な技術陣の支えがあっ

たればこそではあるが。

いずれにせよ,VANを 上手に活用すれば企業

内 ・企業間の事務を効率化 し,ひ いてはわが国経

済社会全体の発展に寄与しうると確信する。 しか

し,ワードプロセッサーや,安 全 ・信頼性確保のた

めの設備に多大な投資を要するのも事実であ り,

本格的なVANの 制度作 りと共に,VANを 育成

するための環境づ くりも望 まれ るところである。

警'ぷ

イ

㌔ 撫 ぐ 鑑 滋

;ev、 芸.撫 ぷAs2za蘭 パ ぷ浅 情

燕懸 騨爆
⊇㌫論 已蕊.会 員サロン
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JIPDECだ より

一
◇昭和58年度第2回 理事会開催

さる3月16日,本 年度第2回 理

事会が開催され,昭 和59年 度の事

業計画及び収支予算等が承認され

た。主な事業内容は次の通 りであ

る。

〔調査 ・研究 ・開発〕

1.海外における情報処理及び情報

処理産業の実態調査

2.わが国の情報処理に関する動向

調査

①オンライン利用状況調査

②情報化基盤問題に関する調査研

究

3.情 報化の推進に関する調査研究

①オンライン制度に関する調査研

究

②ニューメディアのインパ クトに

関する調査研究

4.高密度通信処理における分散情

報統合利用 システムの研究開発

5.文章情報データベe・一スの総合利

用に関する調査研究

6.ソ フトウェア開発 ・運用の高度

化 ・効率化方法に関する調査研

究

7.地域内オンライン ・ネ ットワー

クによる情報流通システムに関

する調査研究

8.マ イクロコンビ=L－夕の応用に

関する調査破究

①基盤整備調査

② 応用 技 術 調査

③ マイ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ利 用 研究

会 の開 催

9.マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ の利 用 に

関 す る共 通 的 な技 術 開 発

10.受 託 調査 ・研 究 ・開発

〔教 育〕

1.上 級情 報処 理 技 術者 等 の養 成

2,情 報 処 理 技 法 の調 査 ・研 究

3,コ ン ピ ュ"一タ啓 蒙 講 座 の開 催

〔コ ンサ ル テ ー シ ョン,啓 蒙,普

及 〕

1.コ ンサ ル テP－シ ョン

2.シ ンポ ジ ウム の 開催

3.情 報 化 月 間 行 事

① 総 合 広 報 の実 施

② 展示 会 の 開催(地 方5都 市)

③ 情報 化 国 際 講 演 ・討 論 会 の 開催

④ 講 演 会 の開 催(地 方6都 市)

4.日 ・独 フ ォー ラム の 開催

5.広 報

6.会 員 に対 す るサ ー ビス活 動

◇情報処理に関する研究会開催

現代社会において,い まやコン

ピュータは不可欠な存在 となって

いるが,一 方 コンピュータの利用

分野の拡大,高 度利用に伴いコン

ピュータ犯罪,デ ータの破壊,プ

ライバシーの侵害等数 々の問題 も

発生している。

このような社会情勢のもとに,

昨年12月 に提示 された 産業構造

審議会情報産業部会中間答申を中

心 と して 「情 報 化 の進 展 とコ ン ピ

ュ ー タ ・セ キ ュ リテ ィ」 を テ ー マ

に 第22回 が 次 の 通 り開 催 され た 。

日 時

会 場

後 援

内 容

3月23日(金)

13:30～17:00

機械振興会館

6F-66号 室

通商産業省

「通商産業省のコンピュ

ータ ・セキュリティ政策

一産業構造審議会産業部

会の中間答申一」

講師:柴 崎徹也

(通商産業省)

「システム信頼性とセキ

ュリティの向上」

講師:石 崎純夫

(㈱富士銀行)

また,第23回 研究会を,「 ソフ

トウェア開発の生産性向上対策」

をテーマとして次の通 り開催する

予定である。

目 時3月29日(木)

13:30～17:00

会 場 機械振興会館

B3研 修2号 室

定 員100名

参加料 無料

お問合せ,お 申込みは当協会

業務部業務課(電 話.03-434-

8211内 線443)ま で
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JIPDECだ よ り

一
緩ベンチャービジネスの振

興策

中小企業庁は,創 造的知識集約

化を推進 し,新 しい分野の開拓の

担い手 として期待 されているベ ン

チャービジネスの振興を図るため

59年 度新たに以下のような関連施

策を講 じることとしている。

O技 術改善対策の強化(補 助金)

最近の技術革新の進展等の環境

変化に対応し,新 しい分野の開拓

及び創造的知識集約化の担い手と

してのベンチャービジネスが行 う

研究開発に対 して総合的かつ機動

的な助成を行 うため,従 来の技術

改善費補助金に 「研究開発型企業

枠」を創設する。

59年度58年 度

技術改善費補助金1296(1068)

一研究開発型企業枠200(0)

交付先:中 小企業者等

補助率等:乃,10件

単位:百 万円

O先 端技術の活用促進(財 投)

中小企業の先端技術の活用 ・導

入を促進するため,先 端技術を利

用 して製品を製造する者等に対す

る融資制度を創設する。

中小企業金融公庫

先端技術振興貸付(1569億 円中)

貸付限度額:一 般貸付(2億1千

万円)と 併せて3億3千 万円

貸付金利:年8.1%

O研 究開発型異業種連携組合の育

成振興(補 助金)

異業種連携組合による研究開発

等を促進するため,現 行の活路開

拓調査指導事業の中に 「異業種連

携枠」を設け,研 究開発型異業種

連携組合(ベ ンチャー ・コーポラ

ティブ)が 研究開発等の組合ベン

チャー事業を行 うためのビジョン

作成及びビジョン実現化の事業に

対 して助成する。

活路開拓調査指導事業

異業種連携枠59年 度44百 万円

58年度0

交付先:都 道府県中小企業団体中

央会

補助率等:乃,ビ ジョン作成

15組合

ビジョン実現化3組 合

○研究開発型企業育成事業の推進

(補助金)

ベンチャービジネスの研究開発

を支援するため都道府県等が先端

的試験研究設備 ・機器を公設試験

研究機関の開放試験室等に設置す

る場合に乃の補助を行 う。

59年度58年 度

技術指導施設費

補助金421(332)

一研究開発型企業枠95(0)

交付先:都 道府県等

補助率等:乃,5ケ 所

単位:百 万円

O中 小企業投資育成株式会社の投

資基準緩和

経営基盤の確立 していない初期

の段階におけるベンチャービジネ

スの資金調達を円滑に行 うため本

年1月 から,中 小企業投資育成株

式会社の現行投資基準 を 緩 和 し

た。

なお詳細については現在中小企

業庁において検討 されている。
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編集後記

◇ ソフ トウ ェア保 護 を め ぐ る論 議

は1970年 にIBMが 世 界 各 国で 適

用 を は か った ソ フ トウ ェア 価格 の

分 離 一 い わ ゆ るア ンバ ン ドリ ン グ

を 契 機 と して一 段 と本 格 化 しま し

た 。 しか し,14,5年 に 経 た 現 在

で も各 国 の対 応 は様 々で す 。 わ が

国 で も ソ フ トウ ェア の法 的保 護に

つ い て は そ の方 法 論 で 意 見 が分 か

れ てい る よ うで す 。 「法 律 は 後 追

い」 が 常 と して も事 態 が,こ うも

急 速 に 進 ん で い る ときをこは,あ る

程 度 「功 遅 」よ り「拙 速 」を と ら ざ る

を 得 な い の で は な い で し ようか 。

◇ ソフ トウ ェ ア ・ハ ウス のTQC

は対 象 が ソフ トだけ に,そ れ を 実

践 す るに は ハ ー ドと違 っ て,い ろ

い ろ と困 難 が あ る よ うで す 。 しか

し,そ れ を 克 服 した と きオ リジナ

ル ソフ トとい う大 きな 成 果 を 手 に

入れ る こ とが で き ます 。 そ の例 を

N社 で取 材 して み ま した。

◇ コン ピ ュ ー タ ・セキ ュ リテ ィに

関 す る ア ン ケ ー ト調 査 で 最 も困 難

を 感 じて い る 問題 は 「コス ト」 と

い うの が75%を 占め て い ます 。結

局 は ト レご ド ・オ フな の で 妥 協 点

を どこに 置 くか が ポ イ ン トとな り

ま し ょ う。

通商産業省線

昭和58年 度版

データベース台帳総覧

4月 中旬発行 ・予約受付中

通商 産業 省 では 昭和58年 度 版デ 一 夕ベ ーー一'ス台 帳

総 覧 を作 成 中です。

これは デ ータベ ース ・サ ー ビス企業 か らの申告

に基 づ き編 集 され る ものでわ が 国で利用 可能 な デ

ータベ ース のほ とん どを網 ら してい ます。

58年 度版は4月 中旬発行の予定で発行後、全国

の通商産業局、商工会議所等で閲覧で きるこ とに

なっています。

なお昭和58年 度版データベース台帳総覧を購入

ご希望の方には当協会で予約 を受付けてお ります

ので下記へ ご照会 くだ さい。

電 話03(434)8770(直 通)

(財)日 本情報処理開発協会普及課

※ 内 容 に つ い て の お問 合 せ は03(434)8211内 線451

当 協会 調 査 課 まで 。

昭和59年3月 発行

jlPDECジ ャーナルNo・57L◎1984

財団法人 日本情報処理開発協会

東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵 便 番 号105電 話03(CU)8770

※本騰 付宛蜘 類 ■ ・ついては当盤 普及繰 く03・一・434--877e)まr・va名 ラベ」レ下¢=-FNG・ ととも
にご連絡下さい。



IIT情 報 処理研 究 セ ンター 昭和59年 度研 修講座(予 定)

クラ ス番 号 コ ー ス 名 定員 期 間 研修料

SS841 SE養 成 30名 59●5・8～59・9・18
毎 週 火 ・水 曜
計35回

35万 円

SO841 オ ンラ イン ・シ ステム設計 20名 59◆6.4～59・6◆8 5日 間 7万 円

SD841 デ ー タベ ー スの導 入 と運用 20名 59・6'11～59・6・ ユ4 4日 間 6万 円

SC841 ビ ジ ネ ス ・シ ス テ ム ・コ ンサ ル タ ン ト 20名 59・6・25～59・6・28 4日 間 8万 円

MU841 効果的な外注管理の進め方 20名 59・5・28～59・5・30 3日 間 5万 円

MC841 コ ン ピ ュ ー タ ・セ キ ュ リテ ィ 20名 59・5・28～59・5.30 3日 間 5万 円

ME841 DP部 門の戦略的計画 20名
59・5・17～59・5・18

59・5・24～59・5・25
4日 間 7万 円

MD841
経 営 者 ・管理 者 の ためのパ ー ソナ ル コ

ン ピュー タの経 営利 用
20名 59・7◆2～59.7・4 3日 間 7万 円

MP841 経 営戦 略 とサ ポ ー ト・システ ム 20名 59●6・12～59・6・14 3日 間 6万 円

MI841 利用部門教育担当者養成 20名 59・6・18～59・6・21 4日 間 7万 円

MI842 利用部門教育担当者養成 20名 60●2.18～60・2◆21 4日 間 7万 円

MA841 シス テム監 査 20名 59・7・9～59・7.11 3日 間 5万 円

PG841 ソ フ トウェ ア ・エ ンジニ ア リング概論 20名 59・5・23～59・5.25 3日 間 4万 円

PG842 ソフ トウェ ア ・エ ンジニ ア リング概 論 20名 59・8・29～59・8・31 3日 間 4万 円

PE841 最新 ソフ トウェ ア開発技 術 20名 59・6・5～59・6・8 4日 間 6万 円

PD841
事務データ処理部門のための
ソフトウェア工学的接近

20名 59.7.10～59◆7・13 4日 間 6万 円

PS841 管理者のためのソフトウェア開発
と維持技法

20名 59・7・25～59.7・27 3日 間 5万 円

HM841 8ビ ッ トマイクロ・プ ロセッサ 応用技 術 20名 59・6・18～59・6.29 10日 間 13万 円

XE841 システ ム ・エ ン ジニ ア(夜 間) 60名 59●5・]5～59・9.20
夜間毎週火 ・木曜

計31回
9万 円

XS841 シニ ア ・プ ロ グ ラ マ ー(夜 間) 70名 59・5・15～59・9・20
夜間毎週火 ・木曜

計31回
9万 円
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世 界 貿 易 セ ン ター ビ ル7F

電 音舌03(435)6513・6514
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